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午前10時０分開議 

 

開          議 

○議長（稲垣昭義） ただいまから、本日の会議を開きます。 

 

質          問 

○議長（稲垣昭義） 日程第１、県政に対する質問を行います。 

 通告がありますので、順次発言を許します。20番 山内道明議員。 

   〔20番 山内道明議員登壇・拍手〕 

○20番（山内道明） おはようございます。 

 公明党、四日市市選挙区選出の山内道明です。今回の一般質問のトップ

バッターでの質問となります。持ち時間は30分となっておりますので、よろ

しくお願いを申し上げます。 

 短いので、早速質問に入らせていただきたいと思います。 

 一つ目の質問は、“発達障がいのある子どもとその家族”への支援充実に

向けた地域における支援ネットワークの構築についてであります。 

 子ども心身発達医療センターを中心とした取組で、これまで何度も取り上

げてまいりました。昨年の11月30日の一般質問のこの場でも取り上げ、特に

昨年は四日市市議会の公明党議員と連携をして、それぞれ県議会、また市議

会で取り上げさせていただいて、今回も実は同様に連携をしての質問とさせ

ていただいております。今回は心強いことに傍聴席にもその市議会議員が来

ていただいておりますので、頑張って質問させていただきたいと思っていま

す。 

 まず、課題認識として共有をさせていただきます。発達に支援の必要な子

どもの割合が右肩上がりで増加をしています。最もリスクの高いケースとし

て、子どもに発達障がいがある割合が実は貧困家庭に多いということです。

ゆえに社会から孤立するリスクが高い。結果、ＳＯＳを発することが困難で
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あり、虐待であるとか不登校に至るケースがあるということです。私の場合、

現に不登校の相談を受けると、発達障がいが理由である場合が圧倒的に多い

です。 

 三重県は、子ども心身発達医療センターを中心に、支援の充実、地域診療

体制の構築に向けたネットワークづくりに取り組んでいただいております。

このような中、昨年の私の質問に対して部長の答弁として、子ども心身発達

医療センターの受診予約方法の改善、そして小児科医を対象にした連続講座

の継続と公立病院の医師へのアプローチ、また連続講座を受講した医師への

アンケート調査の結果を活用した研修内容の充実、そして地域支援ネット

ワークの中心となるアドバイザーへのフォロー体制の充実などに取り組むと

の答弁をいただきました。 

 そこで、まず質問です。この１年間の取組、そして成果、進捗などを教え

ていただければと思います。 

   〔枡屋典子子ども・福祉部長登壇〕 

○子ども・福祉部長（枡屋典子） それでは、子ども心身発達医療センターの

この１年の取組状況についてお答えいたします。 

 子ども心身発達医療センターでの初診予約は、これまで電話による先着順

で、翌年度１年分の受付をまとめて行っておりましたが、令和６年度からは

電子申請による受付を基本にするとともに、１回の予約期間を３か月とし、

年４回に分けて受付を行っております。また、受診者をセンターの調整会議

で決定することにより、児童精神科医療の必要な方をより適切な時期に受診

につなげることができるようになったと考えております。 

 調整の結果、受診決定に至らなかった申込み者に対しては、市町の窓口一

覧を提供しまして、市町での相談を促しているところでございます。 

 次に、小児科医等を対象としました発達障がい連続講座につきましては、

令和６年度も継続して開催しておりまして、児童精神科医以外の医師が地域

において発達障がいの診療を行うことができるよう、内容の充実に努めてお

ります。 
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 受講後のアンケートでは、診療に対して前向きな回答も寄せられておりま

して、地域の医師に発達障がいの診療を具体的に知っていただくことで、市

町の相談窓口との連携による相談体制の充実につながっているというふうに

考えております。 

 さらに、市町の相談窓口の核となる専門人材、みえ発達障がい支援システ

ムアドバイザーと言いますが、これにつきましては毎年度行うスキルアップ

研修や市町向け通信による情報提供などのフォローアップを継続して行って

おりまして、そのほか、またアドバイザーからの個別の相談にも応じている

ところでございます。 

 今後も引き続き、身近な地域での相談支援の充実に向けまして、センター

において専門人材の育成、それから助言等に取り組んでまいります。 

 また、地域の医師に対しましては、連続講座等を通じまして発達障がいの

診療について知っていただくとともに、診療に対する不安を解消するための

助言ですとか相談対応を行うなど、子どもやその家族が身近な地域で相談支

援を受けられる体制づくりに引き続き取り組んでまいります。 

   〔20番 山内道明議員登壇〕 

○20番（山内道明） 御答弁、ありがとうございました。 

 市町としっかりと連携をいただいている現状でありますとか教えていただ

いて、特に受診予約の改善の関係、関係者の方とか周辺からも非常におおむ

ね良好な状態なのかなというふうに認識をさせていただいております。 

 また、地域のネットワークの核となる医師でありますとか、いわゆる

ＣＬＭアドバイザー、こういったところの養成とか確保にも取り組んでいた

だいている状況も教えていただきました。大変感謝をしております。かなり

充実をしてきて、もう一歩のところまで来ているのかなというふうに思って

おりますので、ぜひともさらなる推進をお願いしたいと思っております。 

 再質問させていただきたいんですけれども、入る前に一つだけ。今、子ど

も心身発達医療センターをかかりつけとしている、例えば中学生以上、いわ

ゆる思春期の子どもをお持ちの家族の方で、地域の医療機関へ替わってもい
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いかな、替わりたいなと思っていらっしゃる保護者の方が一定程度いらっ

しゃいます。どのようにここにアプローチしていくのがよいのか分かりませ

んけれども、精神科の思春期外来は児童精神と比べて比較的地域でも受入先

が多いと思いますので、子ども心身発達医療センターから地域の思春期外来

への流れというのもつくっていくことも一つの方法かなと思いますので、よ

ろしくお願いします。 

 さて、先ほどの答弁の中で詳細はありませんでしたけれども、事前にお伺

いをした中で、直近の連続講座受講医師へのアンケートの結果が非常にいい

結果が出ていると。今後、地域のクリニック等で診察をすることに前向きに

検討いただいている方が、実は９月の受講医師の中ではほとんどだったとい

うことを聞いております。大きな成果だというふうに思っておりまして、期

待をさせていただきたいと思っています。 

 そういった手応えが恐らく現場にも伝わっているんだろうというふうに思

いますけれども、四日市市からは地域で、例えば受診件数に応じた県独自の

補助制度の創設、こういったところの具体的な要望というのが実は上がって

きております。連続講座を受講されて診察を検討していただけるクリニック

等で受診枠を設け、ＣＬＭアドバイザーらが家族や医師らと連携を図る中で、

受診先の紹介を丁寧にしていくことで地域での受診体制を構築をしていきた

い、そういったものです。この受診枠を設けた際に、この枠に対して何らか

のインセンティブにつながるものはないか、そういったところを検討しての

要望のようです。 

 この背景には診療報酬上の課題への認識もありまして、県内の市長会から

も同様の趣旨の要望が県に上がってきております。これを受けて、県のほう

は国に対して発達障がい児を受診した際の診療報酬の見直しを要望しており

ます。 

 例えば、この四日市市の要望に対して現状で県として何らかの支援をして

いただきたい、このように思いますが、いかがでしょうか。 

○子ども・福祉部長（枡屋典子） 発達障がいに対する医療ニーズ、四日市市
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の例も御紹介いただきましたけれども、年々増加しておりまして、やはり専

門医療機関である子ども心身発達医療センターだけでは全てのニーズに応じ

ることが難しいといった状況でございますので、子どもの状況によっては、

今、四日市市の例もございましたが、より身近な地域で診療を受けられる体

制が求められることから、市町の相談窓口と地域の医師が連携し、医療面で

助言を得られる体制づくりを進めている市町が中にはございます。 

 例えばですが、いなべ市では、県のみえ子ども・子育て応援総合補助金、

これを活用いただきまして、市内の基幹病院と連携した医療連携体制づくり

に取り組んでいただいております。 

 今後、四日市市におかれましても、市の実情に応じたその医療機関との連

携、これを進めるに当たって、この補助金の活用も選択肢の一つということ

で検討いただければなというふうに考えております。 

 県としても、四日市市の状況をお聞きしながら、地域の医師への助言を行

うなど支援していきたいというふうに考えております。 

   〔20番 山内道明議員登壇〕 

○20番（山内道明） ありがとうございました。 

 具体的ないなべ市の事例も紹介をいただきまして、みえ子ども・子育て応

援総合補助金というお話もいただきました。ぜひ四日市市のほうで、この補

助金を活用して、先ほどのような枠組みがつくれないか検討いただくととも

に、もしそういった要望が上がってきたら、ぜひ採択に向けてもお願いをし

たいなというふうに思いますので、よろしくお願いをいたします。 

 昨年、四日市市のほうで子ども心身発達医療センターを受診した子どもの

人数が145名であったと聞いています。これは増加傾向にあると。この現実

に四日市市は向き合っていく、そういった取り組む姿勢を示しておりますの

で、ぜひ積極的な連携、支援をお願いしたいと思います。 

 これは決して四日市市のことだけではなくて、こういった人口の多いエリ

アで医療体制が充実をしていくと、その影響、効果は子ども心身発達医療セ

ンターを中心に全県内に及んでいくというふうに思っておりますので、ぜひ
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よろしくお願いします。 

 最後に１点、発達障がいの気づきにつながる５歳児健診、こちらのほうで

県内の小児科医会から県に要望が出てきていると思います。詳細は述べませ

んが、県内での十分な５歳児健診の健診体制が図られるよう、これ発達障が

いの気づきに非常に重要だというふうに聞いておりますので、必要な支援を

併せてよろしくお願いいたします。 

 それでは、次の質問です。次の質問は、避難所での生活が難しい“災害弱

者とその家族”の避難先確保についてであります。 

 一昨日にも能登地方で地震がありました。大変驚きました。県民の防災意

識が高まっている中、特に発達障がいや知的障がい児のいる保護者から避難

先の確保について心配の声が数多くあります。その背景には、能登半島地震

において実際に開設された福祉避難所が少なかったという現実がありました。

特に発達障がいや知的障がいのある方は、通常の避難所では落ち着いて生活

することが困難であることから、在宅、また車中泊避難も含めて避難場所の

確保と避難後の支援に不安を抱えています。 

 このような中、国では災害による避難者支援の一環としてガイドライン、

これは在宅・車中泊避難者等の支援の手引きと聞いておりますが、これを策

定して避難所に行けなくても同等の支援を受けられる環境の整備を目指して、

車中泊避難向けのスペースの確保であるとか、在宅避難した際の避難者の支

援拠点を事前に指定・公表するよう促す方針を示しました。ガイドラインで

は、車中泊の駐車場の候補地として学校や大規模商業施設、道の駅などの駐

車場が想定をされております。在宅避難者への支援拠点では、水や食料を受

け取ったり、トイレを使ったりしやすい場所が求められていることから、公

民館、公園、コンビニの屋外スペースなどが例示されております。 

 そこで質問ですが、県でも車中泊避難のためのスペースの事前確保や公表、

ホテル・旅館の活用など様々な事情により避難所での生活が難しい方の避難

先の確保に取り組んでいくべきと考えますが、いかがでしょうか。 

   〔楠田泰司防災対策部長登壇〕 
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○防災対策部長（楠田泰司） それでは、避難所での生活が難しい方の車中泊

避難やホテル・旅館の活用について答弁させていただきます。 

 近年の災害における避難先につきましては、新型コロナウイルス感染症の

拡大により分散避難が進んだことや、避難所ではプライバシーの確保が難し

い、避難所での共同生活が難しいといった理由から、車中泊避難を行う人が

増えております。 

 平成28年の熊本県の熊本地震では、国が避難者に避難先の場所について尋

ねたところ、余震への恐怖や家族の事情などにより、回答者全体の74.5％が

車中泊を経験したと回答しております。また、１月の能登半島地震におきま

しても、避難所ではなく車の中で寝泊まりを続ける人が多かったというふう

に聞いております。 

 この車中泊避難につきましては課題もあります。避難者の状況把握や情報

提供が難しく、避難所の避難者と同様の支援が受けられない可能性があるこ

とや、エコノミークラス症候群や熱中症、低体温症など健康被害のリスクが

あることなどが指摘されています。 

 先ほど議員からも紹介がありましたけれども、国は今年６月に在宅・車中

泊避難者等の支援の手引きを策定しています。この中で、地方自治体が車中

泊避難の注意点を住民に広報することや、エコノミークラス症候群の予防と

して血流を改善するストッキング、いわゆる弾性ストッキングというやつで

すけれども、そういうものを備蓄することなどを示しています。また、車中

泊避難を行うためのスペース確保につきましても、避難者の支援を行う上で

効果的であることから、平時から検討し公表することを推奨しています。 

 県におきましても今後の対策を考えるに当たって、この８月に29市町に対

しまして、車中泊避難の対応方針の有無について調査をしました。この結果

では、ありとの回答は12市町にとどまっています。 

 こうしたことから県が市町に対しまして、避難所を運営支援するための三

重県避難所運営マニュアル策定指針というのをつくっておりますが、この中

に車中泊避難において留意すべき事項やスペースの確保などを盛り込みまし
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て、市町に対し周知を図っていきたいと考えています。 

 また、スペースの公表につきましては、災害の状況によりまして、そのス

ペースが避難先として適当か、避難者に対する支援体制が確立できるか、こ

ういう様々な観点で検討する必要がありますので、市町と意見交換をしなが

ら取り組んでいきたいというふうに思っております。 

 また、安心できる避難先を確保する上で、旅館・ホテルを活用することも

大きな選択肢の一つであると考えております。県では、三重県旅館ホテル生

活衛生同業組合との間で、災害時における要配慮者等への宿泊施設の提供に

関する協定を締結しております。 

 大規模災害時には、この協定に基づきまして、配慮を要する方々とその御

家族が組合員の所有する旅館・ホテルに避難することが可能となっています。 

 こうした民間事業者との連携も進めながら、配慮を要する方々が安心して

避難できるように、関係部とともに取り組んでまいります。 

   〔20番 山内道明議員登壇〕 

○20番（山内道明） 御答弁、ありがとうございました。 

 力強く答弁をいただいたなというふうに思っております。国のガイドライ

ンに沿ってしっかりと着実に推進をしていただいている状況と、また市町と

連携をしてというところをしっかりと確認させていただきました。特に、こ

の公表に当たっては、市町のほうも少なからず心配をしている部分も伺って

おりますので、丁寧に進めていく中で実現可能な形で推進いただきたいとい

うふうに思っておりますので、よろしくお願いをいたします。 

 決して車中泊、推奨されるべきものではないのかもしれませんけれども、

現実的にはそこを活用して避難をしていくと考えていらっしゃる方はたくさ

んいらっしゃいますので、お願いしたいと思います。現実的な避難先の選択

肢があって初めて、発災後の具体的な行動をイメージでき、それによって必

要な準備につながっていくんだろうというふうに思っています。避難先に不

安を抱える皆さんにその選択肢を提供していくこと、命を守る準備、行動を

促すことにつながっていくというふうに思っております。 
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 また、具体的な避難先がイメージできることで、安心感とかそういった部

分も含めて、地域の避難訓練などへの積極的な参加、皆さん、なかなか避難

訓練に参加をしない状況もございますけれども、そういった参加にもつなが

ると期待をしたいと私自身は思っております。 

 少し話が替わりますけれども、災害時の避難所生活などを想定して、国際

赤十字などが策定したスフィア基準というものがあります。その基本理念に

は、被災者には尊厳ある生活を営み、支援を受ける権利がある、苦痛を軽減

するため実行可能な手段が尽くされなければならないと定められています。

旅館やホテルの一室を避難所として活用できる、先ほど協定を締結されてい

るというふうに伺いました。こういったことは、スフィア基準の基本理念に

通じるものであるというふうに思っております。 

 さらには車中泊の場合、ワンボックスなどより大きめの車が望まれるとこ

ろでありますが、能登半島では日本ＲＶ協会が全国からキャンピングカーを

派遣していた実績がありまして、先日、知事からもあったと思いますが、三

重県ではキャンピングカーを使用した災害支援、こういったところに活用し

ていきたいというお話もありましたが、ぜひこういった協会とも協定を締結

いただいて、例えば避難所での生活が難しい方、こういった方々の車中泊避

難にも活用することも今後、ぜひ検討していただけるとありがたい、喜ばれ

るというふうに思っております。 

 また、みえ防災ナビの運用が11月12日に開始されております。周辺の避難

所が案内されておりますが、国は自宅からダイレクトに福祉避難所等への避

難も推奨してきております。今後、事前に確保した車中泊等のできる駐車ス

ペースなど支援拠点も併せて、その公表手段としてこの防災アプリに位置情

報を登録しておくことは非常に有効だと思いますので、今後、検討いただき

たいと思っております。 

 最後に二つ要望をさせていただきます。 

 本日は車中泊に対するスペースの確保を取り上げさせていただきましたが、

能登半島でもありました仮設住宅の設置スペースにも各市町が非常に困って
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いるという状況もありましたので、ここもぜひ県も連携をしていただいて推

進をお願いしたいというふうに思っております。 

 それから、もう一つ、命を守るための自宅の耐震シェルター予算。これ、

今井議員のほうから昨年、強く要望させていただきまして、今年度６月補正

予算で計上、復活をしていただきました。県内の各市町から大変感謝の声を

いただいておりますとともに、来年度予算への期待の声も非常にいただいて

おりますので、よろしくお願いしたいと思いますのでお伝えさせていただき

ます。 

 それでは、最後の質問です。犯罪組織（集団）によるＳＮＳを通じた“闇

バイト”から未来ある若者を守る取組についてです。未来ある大切な若者を

いわゆる反社会的勢力の食い物にさせてはならないとの強い思いで質問をさ

せていただきますので、警察本部長におかれましても思いを共有して御答弁

いただければと思います。 

 闇バイトと気づき、若者らが断ろうとしても、事前に提供した個人情報を

基に本人や家族に危害を加えると脅され、犯罪に巻き込まれていく構造がそ

の実態として見えてきております。その裏には、犯罪組織集団として反社会

的勢力の深い関与も見えてまいりました。三重県警察本部におかれましては、

暴力団対策にも長年にわたり力を入れ、現在県内における暴力団員の数は大

幅に減少をしてきております。感謝をしています。 

 しかしながら、ＳＮＳを悪用することにより、少人数でも犯罪の数や規模

は大幅に増大しているものと思われます。このような犯罪組織や集団から闇

バイトという名目で、ある意味、狙い撃ちにされる若者らが個人で自身の安

全を守ることは容易ではありません。あの手この手でアプローチをされ、い

つかはだまされ被害に遭う、意図せず加害者になってしまうという可能性は

もう誰にでも起こり得ます。 

 そのような中、警察庁では、あなたやあなたの家族を確実に保護しますと

訴え、積極的な相談を若者らに呼びかけています。切迫の度合いによっては、

本人や家族に一時避難先のホテルを紹介したり、自宅周辺のパトロールを強
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化するなどの対策が取られていると伺っています。 

 また、あらかじめ警察に相談内容や電話番号を登録しておくことで、緊急

時の110番で直ちに内容を掌握し、安全を確保する仕組みもあると聞いてい

ます。 

 しかしながら、現在の若者は電話というよりはＳＮＳだろうと思います。

相談しやすい条件としてあるアンケート調査の結果では、匿名であること、

24時間いつでも相談ができること、さらにはＳＮＳで相談できることなどを

若者は求めています。 

 ここで少し紹介をさせていただきますが、（パネルを示す）こちら、みえ

にじいろ相談、性の多様性に関する相談の窓口となっております。「相談は

無料、秘密厳守です」と書かれております。2021年の10月８日から既にＳＮＳ

相談が開始をされている、こういった前例がございます。利用される方も大

変利用しやすいと伺っています。 

 また、（パネルを示す）こちら、三重県「ＤＶ・妊娠ＳＯＳ・性暴力」相

談というところでございます。「だれにも相談できずに悩んでいるあなた

へ・・・」というところで、これはＤＶ・妊娠ＳＯＳ・性暴力の３分野合同

でＬＩＮＥ相談が実施をされているというところでありまして、新しいアカ

ウントも令和３年６月から使用開始をされていると、こういった状況であり

ます。 

 これ、環境生活部とか子ども・福祉部が取り組んでいただいている事業で

ありますけれども、このようにいち早く当事者に寄り添ってＬＩＮＥでの相

談体制が構築をされている現状があります。相談の内容は当然異なるかもし

れませんが、年齢層は重なる部分も多く、当事者の置かれた切迫した心理的

な環境は通じる部分もあり、若者を守るためには一刻も早いＳＮＳの活用が

必要ではないでしょうか。 

 そこで質問です。三重県警察本部における闇アルバイトから若者らを守る

対策の現状を教えてください。また、ＳＮＳを活用した若者らとの連携、相

談、通報の体制の環境整備、ネットワークの構築をお願いしたいと思います
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が、いかがでしょうか。 

  〔難波正樹警察本部長登壇〕 

○警察本部長（難波正樹） 県警察では、犯罪実行者募集情報、いわゆる闇バ

イトに対し、県警公式Ｘによる広報啓発や少年などの心に響く非行防止教室、

サイバーパトロールを通じた不適切な書き込みに対する指導・警告を実施し

ています。 

 また、今後はＳＮＳ等のターゲティング広告を活用し、年齢層に応じた直

接的かつ能動的な注意喚起の実行を検討してまいります。 

 闇バイトに応募後、脅迫されていることを理由に、犯罪に加担しようとす

る者に対しては、警察は相談者本人や家族を保護する用意があることを全国

警察を挙げて呼びかけています。 

 闇バイトに関する相談は、最寄りの警察署や交番、駐在所、110番通報、

警察安全相談専用ダイヤル♯9110、少年相談110番等の各種専用ダイヤル、

県警ウェブサイトの投稿フォームにおいて対応可能となっており、広く窓口

を設けています。 

 これら相談窓口の周知を図ることに加えて、若者が相談しやすい窓口の設

定についても検討をしているところです。 

 相談をちゅうちょしている県民に対する県警察からのメッセージとして、

闇バイトに応募した結果、指示に従わず脅された方、個人情報を握られて脅

された方、現金を要求された方、応募した内容が犯罪ではないかと思った方

は、勇気を持って引き返してほしいこと。犯罪に加担しながらも、より凶悪

な犯罪に加担する前に引き返したケースもあること。いつの段階であっても、

警察に相談することがあなたや家族を救うことになることなどを広く呼びか

けています。 

   〔20番 山内道明議員登壇〕 

○20番（山内道明） 御答弁、ありがとうございました。力強く答弁いただい

たのかなというふうに思っております。 

 ＳＮＳの活用につきましては、一定やっていくというところとやっている
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という状況も確認をさせていただきましたし、今後検討していくといったと

ころもお話をいただいたのかなというふうに思っております。 

 私がこの立場になって少したってからでありましたけれども、警察の方か

ら暴力団関係の相談があったらすぐに言ってくださいねと、すぐに対応しま

す、我々警察は反社会的勢力を絶対に許しませんと、とても心強く感じたこ

とを覚えております。警察が身近に存在する、寄り添ってくれる、保護をし

てくれる、パトロールしてくれる、こんな安心感をまず若者に届けてほしい

と思います。先ほど勇気を持ってどんな段階でも引き返せることができると

いうお話をいただきましたけれども、そういった勇気を与えていただきたい

なというふうに思っております。 

 その上で、ＳＮＳを活用した相談体制構築、若者と警察がつながることで

若者から犯罪を遠ざける、寄せつけない、そういった取組、連帯を切にお願

いしたいと思っております。 

 残念ながら、現状は若者個人が組織・集団からのアプローチに防戦をする

しかない。若者に限らず我々も様々な形で、しかも何度もアプローチをされ

ております。不審なメールもしょっちゅうです。 

 しかしながら、スルーをすること、かわすこと、逃げることしかできませ

ん。 

 この現状打破をどうかお願いしたいなというのが本音でございます。 

 子どもたち、特に年長さん辺りに将来になりたい職業は何ですかと聞かせ

ていただくと、野球選手、サッカー選手、花屋さん、ケーキ屋さん、そう

いったところと肩を並べて最も高いのがお巡りさん、警察官であるというふ

うによく聞きますけれども、皆さんに県民と若者、そして子どもたち、期待

をしておりますので、よろしくお願いします。 

 以上で質問を終わります。ありがとうございました。（拍手） 

○議長（稲垣昭義） ７番 吉田紋華議員。 

   〔７番 吉田紋華議員登壇・拍手〕 

○７番（吉田紋華） 皆さん、おはようございます。日本共産党、津市選挙区
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選出の吉田紋華です。 

 本日は女性に対しての全て、あらゆる暴力をなくす連帯の色、パープルの

髪の毛と、そしていじめをなくそうという色、ピンクで来ました。 

 そして、今日は傍聴にいらして見える方の中に、三重県男女共同参画セン

ターフレンテみえのイベントの中で、フィールドワークとして議場見学に来

てくださっている皆さんがいらっしゃいます。12月７日には、女性三重県議

会議員との座談会が予定されておりまして、女性の政治参画を考えるイベン

トとなっております。私も参加させていただく予定でありまして、こういっ

た県の取組は本当に素敵なものだと思っております。政治と生活が身近に感

じていただけるよう、私も議場から頑張ってまいります。 

 では、早速質問に入っていきます。 

 １問目は県営水道料金改定についてです。今年の６月の防災県土整備企業

常任委員会で企業庁より、料金改定に向けた今後のスケジュールについてと

いう資料が提出されました。これは受水市町への説明資料として、現在の水

道料金が令和６年度までの５年間の料金設定であるということで、その次の

５年間、令和７年度から11年度について、今年度中に算定作業を行い、その

必要に応じて改定するということになるというものでした。 

 その具体的なスケジュールというのが今年７月上旬には受水市町と協議を

開始、12月中旬には県議会常任委員会・分科会へ改定（案）を提示となって

おります。ということで、今、11月の下旬でありますけれども、協議が進め

られてきたところだと思っております。 

 そこで一つ目の質問、現在の市町との協議の状況及び今後出す改定案はど

ういった方針になるのでしょうか。よろしくお願いいたします。 

   〔河北智之企業庁長登壇〕 

○企業庁長（河北智之） それでは、県営水道料金の受水市町との協議状況に

つきまして御答弁を申し上げます。 

 企業庁では、令和７年度以降の県営水道料金の見直し作業を進めていると

ころでございますが、電気料金や労務単価、薬品費等の高騰によりまして厳
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しい経営状況となってございます。 

 また、近い将来に発生が予想されております南海トラフ地震などの大規模

地震に備えまして、水道施設の耐震化や老朽化対策などが急務となっており、

引き続き多額の建設投資が必要となってきております。 

 このような中、企業庁では、これまでも建設投資の財源として内部留保資

金を活用しまして、企業債の発行を抑制することで支払利息を軽減させるな

ど、経費の削減に努めてまいりましたが、今回の見直しにあたっては、さら

なる削減に努めるべく、有識者や受水市町から御意見、御提案をいただいた

ところでございます。 

 また、今回の見直しに当たりまして、受水市町からは県営水道料金の引下

げの御要望をいただいておりますが、昨今の電気料金や物価などの急激な高

騰が受水市町の水道事業においても大きな御負担となっておりまして、この

負担軽減の一環として御要望いただいたものと認識をしてございます。 

 今後も、将来にわたって安全で安心な水道用水を安定的・継続的に供給さ

せていただくことが最も重要と考えており、現在も受水市町と協議を行って

いるところでございます。もう少しお時間をいただきたいと考えております

が、協議が整いましたら御報告をさせていただきたいと考えております。 

   〔７番 吉田紋華議員登壇〕 

○７番（吉田紋華） 御答弁、ありがとうございます。 

 値上げの方針を示している中で、今、その背景も御説明をいただきました

けれども、改めて確認なのですが、この料金改定と言っているところ、つま

り下げることは難しいとお考えなのでしょうか。 

 そして、もう１点、この料金改定によって影響が出ると見込まれる市町と

いうところも具体的にどこになるのか、改めて確認させていただきたいと思

います。 

○企業庁長（河北智之） 先ほども御答弁申し上げましたが、水道料金の見直

しにつきましては、本年度当初の検討段階では、昨今の電気代の高騰や労務

単価等の物価上昇等によりまして費用が大幅に増加いたしましたことから、
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料金の値上げを視野に入れて検討を進めてまいりました。 

 しかしながら、７月から８月にかけまして18の受水市町や地域の協議会か

ら料金引下げの御要望を受ける中で、どのような方向性で行くのか、現在、

最終的な協議、調整を行っているところでございまして、受水市町と協議を

進める中で、方向性を変える必要があることも想定されますので、現段階で

は協議中ということで御理解を賜りたいと思っております。 

 以上です。 

   〔７番 吉田紋華議員登壇〕 

○７番（吉田紋華） ありがとうございます。 

 当初では値上げを想定していたが、方向性を変える可能性もあるというと

ころまで確認させていただきました。 

 そして、県営水道のこの料金改定に当たって具体的に影響が出そうな市町

というのは、北勢だったり中勢、そして南勢にかけて広域となっていますの

で、改めて県民の多くの方に関わる問題であると思って私も取り上げさせて

いただきました。そして、その値上げも視野に入れて今まで協議をされてき

た中で様々な物価の値上がりで、企業庁自身が様々厳しいというのは理解で

きるところでもあるんですけれども、県民の皆様自身も様々負担が増加して

いる、そういった中でやはり公共の料金が値上がりをしていくということは、

要望書なども届いているように、なかなか理解も得られづらいところだと

思っております。12月中旬に改めて提示されるということですので、今一度、

県民の皆様に理解を得られる形でということで、方針を示していただきたい

と思っております。 

 次の質問に参ります。 

 二つ目の質問でございます。「ジェンダーギャップ解消」に向けての県の

取組の振り返りと今後の方向性についての質問に参ります。 

 さて、令和５年度に発表されました三重県人口減少対策方針のキーワード

として、ジェンダーギャップ解消が特に強調をされてきました。 

 また、年度内に取りまとめが考えられている三重県人材確保対策推進方針
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（案）において、その方向性のうちにもジェンダーギャップの解消というも

のが上げられております。 

 その背景には、経済分野において三重県の都道府県版ジェンダーギャップ

指数が全国の46位。特にフルタイムの仕事に従事する男女間の賃金格差が46

位であり、状況の改善が必要ということであります。 

 また、今月の知事提案説明においても、ジェンダーギャップ指数が低い水

準にとどまっていることが人口減少や県内経済の成長を妨げる要因となる可

能性があると知事も述べられておりました。実は令和５年の10月、ちょうど

１年前の議案質疑においても同様のことを伺っておったんですけれども、そ

れも併せて今、改めて質問をしたいのが、ジェンダーギャップ解消に向けて

三重県はこれまでどういった取組があり、その進捗やどういった成果がある

か、また今後の方向性について伺いたいと思います。知事、お願いします。 

   〔一見勝之知事登壇〕 

○知事（一見勝之） ジェンダーギャップの解消につきましては令和５年の８

月、昨年の８月に策定をしました三重県人口減少対策方針の中で、五つある

柱の中の大きな大事な柱として位置づけておるわけでございます。経済的な

格差が全国46位、47しかない都道府県の中で46番目ということは後ろから数

えて２番目ということですね。この状況は打破していかないといけないとい

うふうに思っております。 

 加えて、県外の人口流出を見てみますと、15歳から29歳の女性というのは

県内の人口比で言うと６％なんですけど、実は県外へ転出をする転出超過の

数字の半分を占めているということです。６％しか人口比を占めていない人

たちがどんどん県外へ出ていっているということでありまして、大きな問題

であります。 

 したがいまして、昨年の９月に対策方針にも掲げましたので、９月以来、

女性の御意見をちゃんと聞いていこうということで、県内の企業に勤めてお

られる28人の方に９月、10月、11月、３回に分けてお話を聞いてまいりまし

た。私もウェブで参加をさせていただいた会もありますが、原則、全て皆さ
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んのお話を聞くというような形で、リアルで参加させていただいております。

それを受けて、１月31日に女性の皆さんからまた御意見を発表していただい

て、令和６年度の予算で14の事業を予算化して、今、実行に移しているとこ

ろでございます。 

 例えば、どんなものがあると言うと、企業のトップ層向けの意識啓発、こ

れが一番大事です。やっぱり経済的な格差ですので、我々役所ができること

はそれはやっていきますけど、企業に動いていただかなきゃいけない。その

ためには、トップの意識を変えていただかなきゃいけない。これをやってお

りますのと、ただこれは時間がかかると思います。時間かかりますけど、う

まずたゆまずやっていく必要がある。それから、女性のキャリアデザインの

支援。これも女性の方々から声がありました。自分のロールモデルが見えな

い、10年先、20年先、どんなふうになっているのか、それをぜひ教えてほし

いというので、今、御活躍をいただいている方の御意見を聞くということも

やらせていただいております。 

 加えて、私たちから企業の方にやってくださいというだけではなかなか難

しい、お金がかかるところもある、そこを少しでも支援させていただこうと

いうので、働き方改革推進奨励金というのもやらせていただいていまして、

この10月からですが、既に17社から21件の申請をいただいています。男女の

賃金格差とか若者の県外流出、それを何とか止めていかなきゃいけないんで

すけど、事務方がつくってくれた答弁案には「道半ばの状況」と書いてあり

ます。これはやがてやっていけば完成するのかということですが、私はそう

ではないと思っています。これはずっと言い続けていかないかんというふう

に思っておりまして、全力を挙げてジェンダーギャップの解消をしっかり

やっていきたいと考えているところでございます。 

   〔７番 吉田紋華議員登壇〕 

○７番（吉田紋華） ふだんは足りない足りないとばかり言っているような気

がしますけれども、力強い御答弁をいただいたなと感じております。 

 特に働いていらっしゃる現場の方の声を聞いて、それを今年度、事業とし
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て予算化していただいたことでしたり、特に企業のトップ層への働きかけも

されておりまして、事前の聞き取りの中でもその事業がかなりいい反応も

あったと伺っております。 

 そして、再質問を考えていたところなんですけれども、こういった事業は

やはり継続してやっていただくことが本当に重要だと思っておりまして、そ

このところは続けていかれるということを御答弁で伺いましたので、ぜひと

もお願いしたいと申し上げたいと思います。 

 前半のほうに若年女性の流出というところに触れていただきました。私も

そこについて触れたいと思っていたんですけれども、やはりこれから働いて

いくという世代にとっても、育つ中で感じているジェンダーギャップが県外

への流出に大きく関わっている点はあると思います。 

 実は先日、県民との円卓対話で知事は三重大学にいらしておりましたけれ

ども、その後、私もまた三重大学を訪問いたしました。参加された三重創生

ファンタジスタクラブのメンバーにお話を聞きに行きました。実は私も学生

の頃、そちらに所属をしておりまして活動していたんですけれども、円卓対

話の中では話し足りなかった意見もあったということで感想も含め伺ってき

ました。特に10年後、どうしたいかという質問が現場ではあったと思うんで

すけれども、そこに関しては特に女性の学生からは、結婚と出産などキャリ

アについて多く聞けました。仕事とそういった私生活の両立についてはぜひ

ともしていきたいと思われている方、たくさんいるんですね。 

 しかし、やっぱり一人前に働けるようになってからそういった私生活を充

実させていきたいと思われる方、責任感が強い方がすごく多いなと感じたん

ですね。 

 なので、20代前半で結婚、出産したら、やっぱり早いと思われる。その女

性にとっては特に結婚、出産ってすごく大きいライフステージを積むものだ

と思いますし、また女性にとってはやはり性別役割が重くのしかかってくる

問題だと思うんですね。その職場の中で女性だけが結婚するものでしょとか

そういった言葉や空気が投げられるというものは、やはりモヤモヤとしてた
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まっていくと話されました。 

 そんな中で、やはりその両立をできる環境づくりのために県が働きかけら

れているということもすごく大事だと思います。大学をせっかく卒業したの

で、それを生かした仕事をしたいという学生の声をたくさん聞いてきました。 

 一方で、やはり三重県がやっている結婚支援について、ううん、何か違う

なと思う声もあったんですが、県という組織が発するメッセージはとても大

きいということをすごく感じました。事業の是非は今回はここでは議論をし

ないこととして、次の質問に移りたいと思います。 

 三つ目の質問、障がい者医療費助成における窓口無料化の対象拡大につい

てに参ります。 

 まず、三重県は現在、障がい者医療費助成の対象はこの子ども医療費と一

体のものとなっておりまして、未就学児のみとなっております。大体ゼロ歳

から６歳の対象となっております。 

 しかし、障がいをお持ちの方はどの世代にもおられまして、継続的にその

医療を受ける必要がある方はたくさんおられます。 

 こちらのほうも当事者の方の声を聞いてきたんですけれども、ある70代の

方は、18歳の頃に慢性脊髄炎にかかって両足切断を経験しておりまして、そ

れにより身体障害者手帳が１級、またその疾患に伴って人工膀胱や人工肛門

を持っておられて、そちらでも身体障害者手帳３級という医療的ケアも訪問

診療だったりリハビリを受けていて必要な状態であるということです。 

 特に人工肛門を含む排泄ケアに日用品の費用がとてもかかるということで、

医療費については償還払いではあるんですけれども、年金が入るとまずその

医療費にお金が飛んでいくということでした。後から戻ってくるとはいえ、

それが生活に重く負担になっているとおっしゃっておりました。 

 また、ほかの方は40代で精神障害者手帳２級を持っていらっしゃるシング

ルマザーの方、そしてお子さんも精神障害者手帳２級を持っている20歳の方

がいるんですけれども、やはりその障害年金は月６万円ほどあるけれども、

医療費は保護者負担となっていて、またこれからが不安だというふうに伺い
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ました。 

 また、70代の高齢の御夫婦のお子さんが障がいをお持ちである。そのお子

さんはもう中高年の世代ではあるんですけれども、その親御さん自身も年金

暮らしで、近頃は病院の付き添いにも大変になっている、自分自身のお財布

からお金を出すのにも苦労をしていると、こういった様々な当事者の皆さん

の声を聞いてきましたけれども、せめて窓口での医療費の支払いが償還払い

ではなく無料になってくれたらとても助かるといった声がありました。こう

いった方が県内におられて、定期的に医療にかかるたびに苦労をされている

という実態がよく分かりました。 

 実態は三重県のその障がい者医療費助成に関しては市町によって支援の範

囲が異なるので、県内で医療費助成を一律にしていくことがすごく重要だと

考えております。 

 また、三重県議会では、2016年の３月22日に子ども、一人親家庭及び障が

い者の医療費助成の制度化と国民健康保険の国庫負担減額調整措置の廃止を

求める意見書というものが採択をされております。 

 ここで質問に入ります。こういった状況を踏まえて、障がいをお持ちの方

からも要望がある障がい者医療費助成の窓口無料化の対象拡大、最終的には

私は全世代が必要だと思っておりますけれども、現時点でどこまでと私から

特定はしませんが、県のほうではどういったふうにお考えなのか伺いたいと

思います。 

   〔松浦元哉医療保健部長登壇〕 

○医療保健部長（松浦元哉） 障がい者医療助成制度を含みます福祉医療費助

成制度は、市町が実施主体となり、医療費の自己負担への助成を行っておる

事業でございまして、県では助成費用の２分の１を補助しております。 

 窓口無料化につきましては、持続可能な制度運営や国民健康保険財政に与

える影響等につきまして、県と市町で慎重に検討を行い、平成30年度から未

就学児を対象として実施しているところでございます。 

 窓口無料化に係る県補助対象の拡大につきましては、子ども医療費助成制
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度事業を中心に、市町等から継続的に、先ほどの議会からもそうですけれど

も、御要望をいただいているところでございまして、検討課題の一つである

と認識しております。 

 また、国においては、令和６年度から18歳未満までの医療費助成に係る国

民健康保険の減額調整制度措置が廃止されたことから、窓口無料化の対象拡

大を進めていく市町が増加していくということが想定されております。 

 これらを踏まえまして、県では現在、令和７年度に向けまして障がい者を

含みます医療助成制度の窓口無料化に係る市町補助の対象年齢拡大につきま

して、先般、令和７年度三重県行政展開方針（案）でも記載をさせていただ

いておりましたけれども、検討を進めているところでございます。 

 なお、本来、地域によってばらつきがあるというよりは、医療費助成制度

は全国一律で行うべきと考えており、国に対して早期の制度化も要望をして

おるところでございます。 

 障がい者を含みます福祉医療費助成制度につきましては、多額の財政負担

を伴う制度でありますことから、制度拡大については慎重に検討していく必

要がありますけれども、そういった制度の持続性の確保も考慮しつつ、県内

市町や様々な関係者の御意見も聞きながら検討を進めていきたいと考えてお

ります。 

   〔７番 吉田紋華議員登壇〕 

○７番（吉田紋華） 御答弁をいただきました。拡大の方向で検討中であると

いうことで確認をさせていただきました。 

 全国知事会のほうでも、子どもの医療費助成は拡大を要望していくという

こともあったり、やはり国一律で支援をいただくということも重要だと思っ

ておりますので、ぜひ進めていただきたいと思っておるんですけれども、今

のところ、どの年代まで拡大をされていきたいのかというのを、どこまで考

えているのかというのを改めて伺ってもよろしいでしょうか。 

○医療保健部長（松浦元哉） 現時点では、対象年齢の拡大について引き続き

検討を行っておる最中ですので、この場でどの年代までというのは考えてお
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りませんが、国の減額調整措置の廃止も踏まえまして検討をしていきたいと

考えております。 

   〔７番 吉田紋華議員登壇〕 

○７番（吉田紋華） ありがとうございます。 

 ぜひ知事にもその意気込みなんかにも関して伺いたいと思うんですけれど

も、いかがでしょうか。 

○知事（一見勝之） 先ほど医療保健部長が答えたとおりでございまして、ま

だ来年度予算について今、編成中であります。検討を進めているわけでござ

いまして、確たる結論を得ているわけではありません。 

 この間、全国知事会に出てまいりまして、そこでおととしの７月の全国知

事会でこれは三重県から提案をして、それは最初の提案か、第１グループの

提案だったんですけど、今はもう各県がやっぱりこれは国においてやるべき

だと。実は子どもの医療費だけではなくて教育費もそうですけど、国におい

て無償化を進めなきゃいけない部分があるんじゃないかという話を口々に各

知事がおっしゃっておられました。 

 ただ、これ、市町もそうですけど、選挙があるので無償化しますと言うと

住民の方々の支持を得やすいということで、どんどん地方財政を原資にして

無償化が進んでいるんです。これは国の財政当局はもうそれは願ったりか

なったりということで考えているわけであって、それはおかしいというのは

市長会も言っていると思いますけど、全国知事会としてもしっかり話をして、

国で、ほかの国はやってくれているところもあるわけですから、それはしっ

かりと勝ち取っていきたいという思いは持ち続けております。 

   〔７番 吉田紋華議員登壇〕 

○７番（吉田紋華） ありがとうございます。 

 先日の来年度予算の大きな方針をお話しされたときにも、子どもと防災と

観光というところで、大きな柱のうちに子ども分野が入っておられますので、

期待をしたいと思っておりますし、今後の世代を担っていく方たちの生活の

しやすさ、ぜひとも行政からの支援を、国からももちろん、県からもお願い
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をしたいと思います。 

 障がい者の方の話に戻りますけれども、障がいというものはやはり社会が

つくる側面、とても大きいと思っております。障がいのある人の大変さは持

たない人には分からないですし、その精神障がいや身体障がいを誰しもが突

然持つ可能性があります。日本国憲法第25条にある生存権の保障は、行政の

役割の重要なところを示していると思っています。行政は当事者の困難に寄

り添って、その困難を個人の努力だけでは解決できない部分を政治や行政が

すくい上げて一緒に背負っていくことが大事なのではないかと考えておりま

す。 

 最後に、今月11月11日から12月10日が差別をなくす強調月間ということで、

三重県は県本庁舎前に今、（パネルを示す）こんなスローガンが示されてい

ると思います。この差別のない三重を私たちでつくろうという言葉、私が議

会で仕事をさせていただく前にもこの言葉がすごく鮮明に映りました。この

メッセージを行政が示していくことというのは本当に大事なことだなと考え

ております。 

 そんな中で、私が議員として働かせていただく中でも最も大事にしている

ことが、それが人権意識を手放さないことだと思っております。今日の質問

では、ジェンダーの問題、そして障がい者の問題を質問させていただきまし

たが、世界の流れとしてもやはりマイノリティーである女性だったり、障が

い者への差別をなくしていこうという条約も国連で採択され、日本も批准す

るという流れがあります。1979年に国連で採択された女子差別撤廃条約、日

本も1985年に締結しておりますし、障害者権利条約というのもあり、2006年、

国連で採択され、日本も2007年に署名、批准をしております。こういった問

題は、やはりその当事者の声を聞いていくということはすごく大事だと思っ

ております。 

 ジェンダーの問題に戻りますけれども、ジェンダー、平等なくして人権は

尊重されず、人権を尊重するならばジェンダーの課題に行き当たるという相

互補完的な関係にあると思います。 
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 また、障がい者や同性愛者、性的少数者に対する差別、政治的信条、人種

や国籍に対する差別など、いまだ多くの種類の差別があります。人権県宣言

の重みやその意味するところを今一度、皆さんと一緒に考えたいと思ってお

ります。 

 時間が少しあるんですけれども、知事にまた伺いたいと思うんですけれど

も、県の広報にもこういった、差別をなくしていこうというメッセージが今

月あったと思いますけれども、こういった人権の問題に関して何かコメント

いただけますでしょうか。 

○知事（一見勝之） なかなか難しい御質問をいただいておりますけど、確か

に大きな世の中の流れ、世界の流れは差別をなくしていこう、全ての人が幸

せに暮らせるようにしていこうということではありますが、やはり一部それ

に逆行する動きも出てきているというふうに聞いています。いや、だからこ

そ、我々は一人ひとり差別をしてはいけないんだ、人権が大事なんだという

思いを常に日々新たに持ち続けなければいけないんだと思っております。そ

のためのスローガンを掲示をしたりするのも大事であります。 

 今、県では、人間の尊厳、これを守っていくために、条例を幾つか検討し

ています。それは性暴力に関する条例もそうですし、そしてカスタマーハラ

スメントの条例もそうであります。法令で縛っていくのも大事ですけど、そ

の根幹にある我々一人ひとりの考え方をしっかりと持ち続ける、これが何よ

りも大事だと考えているところでございます。 

   〔７番 吉田紋華議員登壇〕 

○７番（吉田紋華） ありがとうございます。一人ひとりの意識が大事という

ことを改めて伺いました。 

 差別は思いやりではなくなりませんし、学ぶことでそれをなくしていくと

いうことが重要であると考えております。 

 最後になりますが、今後、ますます三重県がいろんな方にとって生きやす

い社会をつくっていくために私も頑張りたいという決意を述べて、質問を終

わりたいと思います。 
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 傍聴に来てくださった皆さん、テレビやインターネット中継を御覧の方も

ありがとうございました。 

 終わります。（拍手） 

 

休          憩 

○議長（稲垣昭義） 暫時休憩いたします。 

午前11時０分休憩 

                                    

午前11時10分開議 

 

開          議 

○議長（稲垣昭義） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 

質          問 

○議長（稲垣昭義） 県政に対する質問を継続いたします。42番 中川正美議

員。 

   〔42番 中川正美議員登壇・拍手〕 

○42番（中川正美） 伊勢市・鳥羽市選挙区選出、自由民主党会派、中川正美

です。 

 それでは、通告に従いまして、順次質問させていただきたいと思います。 

 明治９年に三重県が誕生してから令和８年４月に150周年を迎えます。明

治時代から令和時代にかけての150年間は、歴史上の500年、1000年に匹敵す

るぐらいに大きく社会が変化し、人間が進化した150年だったと感じている

ところであります。 

 150年を振り返りますと、明治時代には三重県から偉大な先人を輩出して

います。私が思う三重県の岩窟王である村山龍平、小林政太郎、御木本幸吉

の３名を少し御紹介させていただきます。 

 村山龍平氏は現在の玉城町田丸に生まれた後、一家で大阪へ移住し朝日新
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聞創刊に参加、社長在任中の大正４年に、現在の夏の国民的スポーツイベン

トである全国高等学校野球選手権大会の前身である全国中等学校優勝野球大

会を創設しました。 

 また、若い方にはなじみが薄いかもしれませんが、苦い粉薬を飲むときに

薬を包むオブラートを開発したのも、玉城町田丸で生まれた小林政太郎氏で

あります。アメリカの国際博覧会やイギリスの日英博覧会などで受賞し、オ

ブラートを世界に供給しました。 

 真珠王として有名な御木本幸吉氏は、明治26年に初めて真珠の養殖に成功

しました。 

 県では、この６月に三重県誕生150周年記念事業推進本部を立ち上げ、記

念事業の検討を始めていただいています。私としましては、記念事業を通じ

て三重の歴史を振り返り、先人たちの偉業を若い方々を中心に広く周知して

ほしいと考えています。学校や地域においても子どもたちが三重の歴史に触

れる機会を設けていただきたいと考えています。 

 例えば、平成６年に開催しましたまつり博のように、多くの方が集う三重

県誕生150周年祭りの開催やＶＲを活用して過去の歴史を体感できるような

企画もよいかと考えています。 

 今後、本格的に三重県誕生150周年記念事業を検討されていくと思います

が、150周年を迎えるに当たっての知事の思いを聞かせてください。 

   〔一見勝之知事登壇〕 

○知事（一見勝之） 私らは日々、一生懸命生きとるもんですから、この瞬間、

この瞬間が大事だというふうに思いがちですけど、議員がおっしゃるように、

長い悠久の歴史の中に我々の生活というのはあると思います。再来年、三重

県は三重県県政開始後150年の節目を、賀節を刻むわけですが、来年、昭和

100年ということでございまして、歴史の中に我々は生きております。 

 三重県の偉人のお話を議員からいただきました。それ以外にも本居宣長や

松尾芭蕉、多くの偉人がおります。 

 先日、議員と一緒に全日本きもの装いコンテストに出させていただきまし
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た。東海・中部大会でございます。そこで歴史、伝統というのは大事だなと

いうのを改めて思ったところでございます。 

 150周年でありますが、このとき、大事なのはやっぱり来し方、そして行

く末、両方を考えないといけないということだと思いますし、温故知新とい

う言葉も大事にしていきたいと思います。三重県は決して150年だけではな

いです。もっと前からあるんですけれども、県政150年ということで、それ

を振り返るような動画であるとかそういったことで、県民の皆さんにいろん

なことを分かっていただくものをこれからもつくっていきたいということを

考えてまいりますし、また、未来志向というのも大事ですので、子どもたち

に歴史を学んでいただいて、そして将来の三重というのがどういうものなの

かと、こういうことも併せて考えてもらえるような形で150周年を迎えたい

と、準備を進めたいと思っているところでございます。 

   〔42番 中川正美議員登壇〕 

○42番（中川正美） 御答弁いただきました。ぜひとも記念事業を期待してお

りますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、次の質問に移ります。海洋環境の変化に対応した漁業のあり方

についてお聞きいたしたいと思います。 

 地球温暖化による海水温の上昇等により、海洋環境は大きく変化をしてお

り、水産資源や漁船漁業、養殖業の経営に影響を与えています。我が国近海

では、令和５年までの約100年間で平均の海面水温が1.28度上昇しており、

令和５年は統計開始以降、最も高い値となりました。 

 本県におきましても、私の地元である伊勢市、鳥羽市が面している伊勢湾

では、地球温暖化や近年の黒潮大蛇行の影響などから、記録の残る昭和35年

から64年間で平均の海水温度が0.88度上昇し、令和５年の平均海水温は観測

史上２番目に高い18.6度を記録しました。 

 また、窒素、リンといった栄養塩類も長期的に減少傾向にあり、近年はノ

リの生育に必要とされる目安を下回るなど、伊勢湾の海洋環境は年々厳しい

ものとなっております。 
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 こうした変化に伴い、伊勢湾のイカナゴ業が平成28年から９年連続ででき

なくなっており、その他にも魚類・貝類の漁獲量減少、黒ノリの生産量減少、

カキのへい死など様々な影響が出ています。 

 特に、天然資源の増減の影響を大きく受ける漁船漁業は大変な状況にある

と感じています。海洋環境の変化に伴って変わっていく魚の種類や漁獲量に

対応しながら、漁業経営を続けていかなければなりません。 

 昨年、国におきまして、水産関係団体や学識経験者等の有識者で構成され

ます海洋環境の変化に対応した漁業の在り方に関する検討会が開催され、漁

業者関係者や行政が取り得る対応の方向性について、国への提言が行われま

した。 

 その中では、養殖業との兼業化、転換といった経営の複合化を検討する必

要性などが記載されていました。漁船漁業を営む事業者の経営継続を図って

いく上で、大変重要な指摘だと考えています。 

 そこで農林水産部長にお聞きしたいと思います。伊勢湾における漁船漁業

の経営の複合化に向けて、どのように取り組むのか、お聞かせ願いたいと思

います。 

   〔中野敦子農林水産部長登壇〕 

○農林水産部長（中野敦子） 伊勢湾におけます漁船漁業の経営の複合化につ

きまして御答弁を申し上げます。 

 伊勢湾におきましては、イワシ類やアサリなどを漁獲する漁船漁業が営ま

れておりますけれども、黒潮大蛇行の長期化をはじめとする海洋環境の変化

に伴いまして、資源量が減少しております。 

 令和４年の漁獲量は10年前と比較しまして、イワシ類で25％、アサリでは

92％減少しており、大変厳しい状況となっております。 

 このため、県では、漁船漁業者の経営安定に向けまして、天然資源に依存

しない養殖業と組み合わせた複合経営を推進しております。 

 具体的には、餌やりなどの手間やコストがかからずに所得向上が期待でき

る海藻類の養殖の普及に取り組んでおりまして、例えば生産が安定している
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ワカメですとか、本県が日本一の生産量を有しまして、近年単価が上昇して

おりますアオサノリですとか、香りがよく高級なアオノリとして取引をされ

ておりますスジアオノリなどの養殖を新たに始める漁業者に対して、水産研

究所や普及指導員が技術的な支援を行うとともに、加工に必要な機器の導入

を支援してまいりました。 

 その結果、黒潮大蛇行が始まりました平成29年以降、新たに複合経営に取

り組んだ漁船漁業者は34経営体と増えております。 

 また、これら海藻類の養殖に加えまして、新たな収入源の確保に向けて、

カキ養殖に適した漁場を選定するため、水産研究所と地域の漁協が連携をし

て実証試験にも取り組んでいるところでございます。 

 今後は、こうした新たな養殖の導入ですとか、これまでに取り組んでまい

りました養殖の生産性の向上などを図ることによりまして、複合経営を一層

進め、伊勢湾における漁船漁業者の経営安定につなげてまいります。 

   〔42番 中川正美議員登壇〕 

○42番（中川正美） 御答弁いただきました。一つの漁業に依存しない複合経

営によりまして、終わりの見通せない黒潮大蛇行などに対応できるよう、漁

業者の支援をお願いいたしたいと思います。 

 それでは、次の質問に移ります。 

 これから本格的な生産が始まります黒ノリ養殖における黒ばらのりの生産

についてお聞きしたいと思います。 

 まず、黒バラノリとは黒ノリを板状にせずにばらばらにして乾燥させたも

のであります。スープ、うどんなどに使われており、その使い勝手のよさか

ら需要が増しています。 

 本県における黒ノリ養殖は、色落ちが大きな課題となっています。このた

め、色落ちのリスクを事前に養殖業者に知らせる色落ちアラートの導入など、

漁業関係者や行政が懸命に取り組んだ結果、令和４年度、５年度は色落ち被

害がほぼありませんでした。 

 しかしながら、いつまた不測の事態が起こるかわかりません。 
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 黒ノリ養殖業者の経営安定に向けまして、できる対策を少しでも進めてい

くため、新たな加工形態であります黒バラノリの生産拡大を進める必要があ

ると考えています。 

 そこで農林水産部長にお聞きしたいと思います。黒ノリ養殖業者の経営安

定に向けて、黒バラノリの生産拡大にどのように取り組むのか、お聞きした

いと思います。 

   〔中野敦子農林水産部長登壇〕 

○農林水産部長（中野敦子） 黒バラノリの生産拡大にどのように取り組むか、

御答弁を申し上げます。 

 黒ノリの養殖業は伊勢湾沿岸におけます重要な産業であり、県はその振興

に向けまして海洋環境の変化への対応を進めながら、生産性・収益性の向上

に取り組んでおります。 

 御紹介をいただきましたように、近年、料理の具材としても需要が高い黒

バラノリは単価が安定しておりまして、収穫したノリをそのまま乾燥させま

すので、板ノリに比べて加工のコストも低いことから、養殖業者の経営を支

える重要な品目であると認識をしております。 

 県では、このバラノリの生産拡大に向けて、漁業関係団体や市町と連携を

いたしまして、養殖業者を対象としました経営上のメリットや生産の方法の

説明に関しました研修会の開催、あるいは養殖業者が共同で利用する乾燥機

などの導入、また、品質向上に向けたノリの冷凍保存技術の開発、加工方法

の改良に取り組んでまいりました。 

 その結果、黒バラノリを生産する地区は、平成29年度の２地区から令和５

年度には６地区となり、生産量も増加をしております。 

 引き続き、関係機関と連携をしまして、地域の実情に応じた支援に取り組

むとともに、開発しました技術などのマニュアルを作成し、一層の普及を図

ることで本県黒ノリ養殖業者の経営安定につなげてまいります。 

   〔42番 中川正美議員登壇〕 

○42番（中川正美） 御答弁いただきました。色落ちなど黒ノリの養殖経営の
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リスク軽減を図る大切な取組だと考えていますので、しっかりと進めていた

だきますようお願いいたしたいと思います。 

 最後に要望いたしたいと思います。 

 本県は海とともに地域や産業を発展させてきましたが、海洋環境は我々の

想像を超えて変化しており、漁業関係者や行政は懸命に対策に取り組んでい

ただいております。 

 こうした対策を有効に進めるためには、科学的な視点が欠かせません。科

学的な視点から海洋環境の変化を捉えるためには、国内外の多くの知見を参

考にする必要がございます。 

 平成８年に、伊勢・志摩海洋国際会議が伊勢市で開催されました。豊かな

海と明日の環境を考えるをテーマとして、海外の著名な研究者や国内で活躍

されている方を講師に迎えた特別講演や水産業、環境保全などテーマごとの

分科会が行われ、研究成果の発表や活発な意見交換が行われるなど、大変有

意義な会議でありました。２年後の平成10年には第２回の会議も開催されま

した。 

 全国豊かな海づくり大会が来年に開催される本県におきまして、漁業が将

来にわたって続いていくよう、再びこうした国内外の英知が結集をし、海洋

環境の変化にどのように対応していくのかを考える国際会議の誘致の御検討

をお願いいたします。 

 それでは、次の質問に入ります。 

 半導体はあらゆる産業を支える重要基盤技術であり、その世界的な需要の

伸びを背景に、国内での半導体関連投資が増加しているところであります。

世界需要はこの10年で50兆円から150兆円にも増大するとされています。 

 そうした中、国におきましても半導体・デジタル産業戦略を策定し、国家

事業として国内における半導体生産拠点の確保やサプライチェーンの強靱化

に向けて支援等を推進しています。 

 三重県は、豊富で良質な水や優れた高速道路網など他県と比べて半導体製

造拠点として大きな強みを持っていることから、既に大規模な工場も立地を
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しています。 

 このように県内産業にとっての半導体は重要な分野の一つであり、国内の

他地域においても半導体関連投資が増加している中、県では来年度、半導体

産業の振興に向けた方針を策定していくこととしていますが、三重県として

の競争力を維持していくため、しっかりと取組を進めてもらいたいわけであ

ります。 

 また、取組を進めるに当たっては、県内の半導体関連の立地状況に目を向

けますと、地域的な要因などからどうしても北部を中心に半導体工場が立地

していることに加え、関連企業についてもその近隣・周辺エリアに数多く立

地をしています。 

 関連企業を含めた半導体産業の集積は、地域の雇用創出や振興の大きな鍵

となりますので、県として国内半導体関連投資の流れを県全体に呼び込み、

効果を波及していけるよう、半導体産業のさらなる振興に向け取組を進めて

もらいたいと考えています。 

 そこで雇用経済部長にお伺いいたしたいと思います。半導体産業のさらな

る振興に向けまして、地域の雇用創出、振興のため、国内での半導体関連投

資の流れを県全体に呼び込み効果を波及させていく必要があると考えますが、

県としてどのように取り組んでいくのか、お伺いいたしたいと思います。 

   〔松下功一雇用経済部長登壇〕 

○雇用経済部長（松下功一） それでは、県全体での半導体の振興に向けた県

の取組につきまして御答弁申し上げます。 

 半導体産業の国内外での競争が激化する中、本県では、これまで企業投資

促進条例に基づく補助制度の活用や産学官連携のプラットフォームであるみ

え半導体ネットワークを設立するなど、半導体関連産業の誘致や再投資の促

進に積極的に取り組んできたところでございます。 

 その結果、半導体製造工場に加え、部素材や製造装置、メンテナンスなど

関連企業の集積も進み、我が国における半導体製造のサプライチェーンにお

いて重要な位置を占めるようになりました。その表れとしまして、三重県に
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おける電子部品・デバイス・電子回路製造業の製造品出荷額が19年連続で１

位となってございます。 

 今年度県では、県内半導体関連企業のサプライチェーンの強靱化を一層推

進するため、みえ半導体ネットワークに新たに県内企業22社が参画する操業

支援部会を設置いたしまして、販路拡大や受注機会の創出などの取組を進め

てございます。また、岩手県、大分県との３者で連携協定を締結いたしまし

て、災害時の相互協力やサプライチェーンの強靱化に向けた連携強化を図る

こととしております。 

 他方、県内の立地状況につきましては、半導体の製造工程のうち、シリコ

ンウエハーを加工する、いわゆる前工程においては大量の水や電気、一定規

模以上の用地などが必要となることから、新規立地や県内再投資が北部地域

を中心に展開されてまいりました。 

 一方、チップの切り出しやパッケージングを行う、いわゆる後工程では、

大量の水などを使用しないことから、半導体製造の後工程を担う企業であり

ますとか半導体製造装置の企業が北部以外の地域においても立地する事例が

見られております。 

 こうした動きを県内全域に波及させるとともに、半導体関連産業のさらな

る発展を目指すため、来年度、県では半導体産業の振興方針を策定すること

といたしました。 

 振興方針を策定するに当たっては、本県半導体産業の強みや課題について、

企業の声も聴きながら改めて洗い出すとともに、県内各地域の特性を踏まえ、

必要となる施策の方向性を検討してまいりたいというふうに思っております。 

 今後はこの方針に基づき、多種多様な半導体関連企業の投資を呼び込むこ

とにより、地域の特性を踏まえた半導体産業の振興を図り、県内経済の発展

や雇用の維持、創出につなげてまいります。 

   〔42番 中川正美議員登壇〕 

○42番（中川正美） 御答弁いただきました。 

 来年度、振興方針が示されるということでありますし、半導体、前工程と
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後工程があるということで、私の地元の伊勢市のほうでも、そういった関連

の企業が数社あるわけですけれども、これから幅広く展開したいなと、こう

いうふうな思いがございますので、よろしくお願いいたしたいと思います。 

 水とか道路網の整備が必要でありますけれども、やはり今おっしゃったよ

うに、後工程や半導体製造装置の製造につきましては、北部以外の地域にお

いても企業の投資の可能性があるということですので、ぜひとも県内各地が

持っているそれぞれの特性を生かしまして、ぜひとも振興方針の中にきちん

と位置づけをしていただきたいなと、これを求めましてこの項は終わらせて

いただきたいと思います。 

 続きまして、医療的ケア児とその家族に対する支援についてお伺いいたし

たいと思います。 

 医療的ケア児とは、医学の進歩を背景として、新生児特定集中治療室など

に長期入院した後、引き続き人工呼吸器や胃ろう等を使用し、たんの吸引や

経管栄養等の医療的ケアが日常的に必要な児童のことであります。 

 医療技術の進歩に伴い医療的ケア児は増加をしており、全国で２万人と推

計されており、我が三重県におきましては300人前後となっています。医療

的ケア児に関する課題としては様々なものがあります。 

 家族の抱える生活上の悩みや不安として、医療的ケアを必要とする子ども

のそばからひとときも離れられない、トイレに入るのにも不安がつきまとう

など、家族が24時間看護を担い心身が疲労しているということであります。 

 家族以外の方に医療的ケアを必要とする子どもを預けられるところがない

など、日中を過ごす通いの場が不足していることなどが挙げられています。 

 また、支援体制においても医療的ケアの対応体制が不足していることが挙

げられます。 

 こうした悩みを解決していくためにも、医療的ケア児や家族への相談体制

や支援体制を充実していく必要があります。 

 そこでお伺いします。医療的ケア児や家族への支援について、県の取組の

現状はどうか、今後の取組についても併せてお聞きしたいと思います。 
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   〔枡屋典子子ども・福祉部長登壇〕 

○子ども・福祉部長（枡屋典子） それでは、医療的ケア児・者と家族への支

援についてお答えいたします。 

 県では、医療的ケアを必要とする障がい児、障がい者及びその家族が安心

して暮らしていけるよう、平成27年度から地域における支援拠点の構築、地

域間のネットワークづくりを進めております。 

 令和３年９月に、医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律が

施行されたことを受けまして、令和４年４月に三重大学医学部附属病院を拠

点とします、三重県医療的ケア児・者相談支援センターを開設いたしまして、

相談支援、情報提供、それから地域の支援者に対する研修、助言等に取り組

んでいるところでございます。 

 また、地域における受入体制を整備するために、支援する施設の整備につ

いて優先的に補助するとともに、人工呼吸器等、医療機器の購入補助ですと

か喀痰吸引等を行う介護職員への研修を行うことで、医療的ケア児・者の日

中活動の場ですとか、それから家族が一時的に看護から離れることで負担軽

減につながるレスパイト事業の充実に努めているところでございます。 

 さらに医療、福祉など多分野にまたがる支援を総合的に調整するコーディ

ネーターの養成研修を令和元年度から行っておりまして、これまでに延べ

210名を養成しているところでございます。 

 こうした取組で徐々に受皿、それから相談支援体制は整いつつある一方で、

やはり実際に利用できるサービスはまだ県内で十分に提供されているとは言

えません。日常的に看護を担っていただいている家族の負担軽減に向けまし

てサービスを提供する人材の確保ですとか、レスパイト事業のさらなる充実

が喫緊の課題であると認識しております。 

 このため、医療的ケア児・者、その家族を支援する事業所の整備に引き続

き取り組んでいくとともに、看護師、それから必要な人材を確保できるよう、

国に対しまして障害福祉サービス等報酬の充実を継続して要望していきたい

と思っております。 
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 また、家族の負担軽減に向けまして、地域におけるレスパイト事業がより

多くの市町で実施されるように働きかけてまいりたいと考えております。 

   〔42番 中川正美議員登壇〕 

○42番（中川正美） ありがとうございました。ぜひとも手厚い支援をお願い

いたしたいと思います。 

 さて、医療的ケアを必要とする学齢期の児童生徒の保護者の方々にお話を

聞きますと、医療的ケアを必要とする子どもの保護者としては、できる限り

子どもに寄り添った生活をしたいとの声を聞く一方で、医療にかかる費用が

多額に上り、いわゆる共働きでないと経済的に家計を維持できないという声

も聞きます。 

 このような家庭で、保護者の方が仕事を継続するために、課題としてよく

お伺いいたしますのは、特別支援学校の始業時刻に子どもを送り届けようと

すると仕事の始業時刻に間に合わない。そのために職場に負担をかけ、仕事

を続けることが困難となっているとの課題であります。この問題の解決策と

しては特別支援学校の始業時刻を早めるという対応も考えられますが、それ

では遠距離をバス通学する児童生徒はさらに早い時刻に家を出なければなら

なくなりますし、また、特定の児童生徒のみを早い時間帯から学校で預かる

対応をするのも公平性の観点からは課題があると感じています。 

 現在、医療的ケアを必要とする特別支援学校の児童生徒に対しては、週１

回の通学支援事業が昨年度から実施されていると聞いております。このこと

で対象となっている保護者の方々がどれほど助かっているか、多くの保護者

の方から、この支援のさらなる充実・拡充をお願いしたいとの切実な要望が

届けられております。 

 このような切実な声にぜひお答えいただきたいと願うところでありますが、

教育委員会の御見解をお伺いいたしたいと思います。 

   〔福永和伸教育長登壇〕 

○教育長（福永和伸） それでは、医療的ケアを必要とする特別支援学校の児

童生徒への通学支援について御答弁させていただきます。 
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 通学時に医療的ケアが必要な特別支援学校の児童生徒は、スクールバスで

は登校できません。これはスクールバスには看護師が同乗しておりませんの

で、車内で医療的ケアを実施することが困難であるからです。このため、保

護者が自ら学校まで送迎をしておりますけれども、保護者も仕事ですとか体

調不良の場合もありまして、そういうときは児童生徒は登校することが難し

いというような課題もございます。 

 こうした中、令和３年９月に、医療的ケア児及びその家族に対する支援に

関する法律が施行されました。学校設置者は、医療的ケア児が保護者の付添

いがなくても適切な医療的ケア等を受けられるよう必要な措置を講ずるもの

とされたところです。 

 このことを受けまして、本県では、令和５年度より医療的ケア児通学支援

事業を開始しています。これは児童生徒の学習保障、それから保護者の負担

軽減のために週１回、登校時に福祉車両等に看護師が同乗しまして、自宅か

ら学校まで児童生徒を送り届けるという事業です。そして、令和６年度も週

１回、これを実施しておりまして、通学時に医療的ケアが必要な児童生徒38

名いますけれども、このうち11月現在で希望者22名が利用しています。 

 この事業を利用した保護者からは、家族の都合で欠席することなく登校し

て友達と一緒に学習することができたですとか、代わりに送迎してもらえる

ことで早い時間に出勤することができるようになったとの声を聞いています。 

 今後についてですけれども、週１回の支援というのではまだ十分とは言え

ないと我々も考えています。児童生徒の学習保障、それから保護者の負担軽

減を図るために引き続き、医療的ケア児通学支援事業の一層の拡充に向けて

取り組んでいきたいと考えています。 

   〔42番 中川正美議員登壇〕 

○42番（中川正美） ありがとうございました。ぜひとも制度の拡充に向けま

して、よろしくお願いいたしたいと思います。 

 それでは、１件、再質問いたしたいと思いますが、お伺いいたしましたよ

うに、医療的ケアを必要とする子どもたちはもちろんのこと、肢体に不自由
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を抱えている子どもたちは、特別支援学校に限らず他の学校にも在籍をして

おられることと存じます。そのような子どもたちの学びの保障に当たりまし

ては、施設のバリアフリー化が進められていくことが必要であることは言う

までもありません。県で施設を整備している県立学校において、スロープや

エレベーター、トイレなどのバリアフリー化はどの程度進捗しているのか、

お伺いいたしたいと思います。 

○教育長（福永和伸） 県立学校のバリアフリー化についてですけれども、三

重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進条例ですとか、三重県立学校施

設長寿命化計画に基づいて計画的に進めています。 

 県立高等学校のバリアフリー化の状況を申し上げますと、バリアフリート

イレの設置は100％でございます。それから、スロープの設置は、門から建

物までは100％、建物入り口から教室までは86％、それからエレベーターの

設置は52.6％という状況です。 

 次に、特別支援学校の状況ですけれども、バリアフリートイレは100％、

スロープの設置も100％となっています。エレベーターの設置については

88.9％という状況です。 

 今後も引き続きまして、各学校からの要望を踏まえ、学校と十分に協議し

まして、学校の実情に応じた学校施設のバリアフリー化を進めてまいります。 

   〔42番 中川正美議員登壇〕 

○42番（中川正美） ありがとうございました。ぜひとも三重県はバリアフ

リー推進県でございますので、そういう点、よろしくお願いいたしたいと思

います。 

 それでは、次に、看護師の特定行為研修についてお伺いをいたしたいと思

います。 

 2040年に向けた全国の75歳以上人口の増加が見込まれる中、多様化する医

療や介護ニーズに対して看護師が今以上に大きな役割を担っていただくこと

になります。県内の看護師数は年々増加しているものの、離職率は近年増加

傾向にあり、現状でも充足しているとは言えない状況であります。確保策を
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進めていくことはもちろんですが、加えて、一人ひとりの看護師が自らの能

力や専門性を最大限に発揮し、質の高い医療・介護を提供していくことが求

められています。 

 看護師のスキルアップには、専門看護師や認定看護師等がありますが、中

でも平成27年からスタートした特定行為研修制度では、研修を修了した看護

師は医師の判断を待たず、手順書により一定の診療補助を行うことができる

ことから、今後の医療を支えていくことが期待されています。既に導入して

いる現場からは、特定行為研修修了者がノウハウを周囲にも普及することで、

全体の底上げにつながるほか、本人のモチベーションがアップし、離職防止

への効果も期待されているとの声があります。 

 また、特定行為研修を修了した看護師が僻地や離島等にいれば、住民の安

全にもつながるとともに、オンライン診療との親和性も高く、将来、その必

要性はますます高まってくると思われます。 

 しかし、三重県内の特定行為研修を修了した看護師の数を見ますと、令和

４年の調査では33人と全国ワースト３位になっております。県内の特定行為

研修修了看護師の増加が喫緊の課題ではないかと思いますが、そこでお伺い

いたしたいと思います。 

 県内の特定行為研修修了看護師を増加させるために、県としてどのように

取り組んでいるのかお伺いしたいと思います。 

   〔松浦元哉医療保健部長登壇〕 

○医療保健部長（松浦元哉） 先ほど議員がおっしゃられた特定行為研修制度

については、御趣旨は議員がおっしゃられたとおりでございます。 

 県では、この特定行為研修を受けた看護師を増やすために、費用補助など

をやりながら受講促進を図ってきたところですけれども、先ほど御紹介の

あったように、令和４年末で33名と全国の中では低い状況になっております。 

 この状況に鑑みまして、県では、第８次三重県医療計画におきまして、こ

の研修制度を修了した看護師の就業者数の目標を160人以上としまして、現

在確保対策を進めているところでございます。 
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 研修終了者の確保につきましては、まず指定研修医療機関を増やすことが

重要であります。このために、県内の医療機関と調整を行いまして、これま

で研修を実施している２病院に加えまして、今年度、新たに三重県厚生農業

協同組合連合会が３か所目の研修機関として指定されました。 

 また、研修制度の概要やメリットを伝えていくことが必要であり、関係機

関、関係者に浸透できるよう、オンラインを併用した説明会ですとか相談会

を今年度２回開催しましたところ、毎回100名程度の参加があり、高い関心

をいただいております。今後に向けて、研修に向けた課題などを把握するた

めに、医療機関や介護施設を対象に実態調査も行ってまいりたいと思います。 

 今後、指定研修機関の拡大、それから研修会、相談会の開催、研修に係る

費用助成、こういった支援を行うことにより、引き続き特定研修制度を修了

した看護師の確保、増加に努めてまいりたいと考えております。 

   〔42番 中川正美議員登壇〕 

○42番（中川正美） ありがとうございました。ぜひとも特定行為研修修了者

の増加に向けまして、医療機関等の理解が不可欠ですし、ぜひともその制度

の趣旨などの周知・啓発や診療報酬を含めた普及のための課題整理などを引

き続き進めていただきますようお願いいたしたいと思います。 

 それでは、次に、介護支援専門員についてお伺いいたしたいと思います。 

 介護支援専門員はケアマネージャーとも呼ばれ、介護が必要となった方の

相談やサービスのケアプランの作成、市町・事業者・施設との連絡調整など

幅広い業務を担っており、介護サービスにおいて不可欠な存在であります。 

 しかし、その介護支援専門員の不足感が年々高まっています。その背景に

は、認知症、精神疾患、難病などの疾患や生活困窮、ヤングケアラーなどへ

の対応による業務の多様化・複雑化のほか、介護支援専門員の高齢化や賃金

などの処遇面の課題もあります。 

 今後、人口減少、高齢化がますます進み、介護を要する方が増加する中、

介護サービスを適切に提供していくに当たっては、一人ひとりの状況に応じ

て限られた資源を効率的・効果的に活用しながら支援する介護支援専門員の
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重要性はより一層高まると考えます。 

 三重県の状況を見ますと、事業所における介護支援専門員の不足感は全国

並みであり、また、登録者の増加数は近年鈍化しています。将来に向けまし

て県内の介護を維持するためには、その一翼を担う介護支援専門員の資格取

得支援や業務負担の軽減、資質向上などに取り組み、介護支援専門員の確保、

職場定着を進めていく必要があると思いますが、そこでお伺いいたしたいと

思います。 

 介護支援専門員の定着に向けまして県としてどのように取り組んでいくの

か、お伺いいたしたいと思います。 

   〔松浦元哉医療保健部長登壇〕 

○医療保健部長（松浦元哉） 高齢化の進展に伴いまして介護サービスの需要

が高まっている中で、介護支援専門員の重要性は先ほど議員がおっしゃられ

たとおりでございます。 

 そのような中で、全国的に介護支援専門員の従事者が減少傾向にありまし

て、これから生産年齢人口の減少も見込まれる中で、確保していくことが重

要であると考えております。 

 課題といたしましては、業務範囲の広さ、給付管理の事務負担とともに、

賃金や処遇面の低さなどが挙げられております。さらに５年ごとに更新研修

の受講が義務づけられていることや、初回の更新時には研修時間が88時間に

及ぶなど、受講者の負担も多いという声もあるところでございます。 

 そこで、まず介護支援専門員の負担軽減に向けては、介護サービス事業者

と書面のやり取りについて、ＩＣＴ機器の導入を促す補助金の交付などによ

り、効率的な事務処理を促進し負担軽減を進めてまいります。また、経験年

数の浅い介護支援専門員が業務で悩んだ際には、１人で負担を抱え込まない

よう経験豊富な主任介護支援専門員が実地で指導や助言を行う支援体制を構

築してまいります。 

 研修制度の負担軽減につきましては、法定研修につきまして例えば実施方

法をオンライン方式に変更することにより、負担軽減につながっております
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けれども、引き続き研修の実施方法について見直しを検討していきたいと

思っています。 

 それから、処遇改善につきましては、介護支援専門員の賃金水準がまだま

だ低い状況にありますので、国に対しまして介護支援専門員をはじめとして

介護現場で働く職員の処遇改善を図るよう、要望を続けていきたいと思って

おります。 

 現在、厚生労働省が設置している検討会におきまして、介護支援専門員の

業務の在り方や、人材確保や定着に向けた方策、研修の実施方法などについ

て諸課題の検討、見直しがされております。 

 県としましては、国の検討を注視するとともに、様々な施策を進めること

によって、本県の介護支援専門員の確保、拡大に向けて取組を進めていきた

いと考えております。 

   〔42番 中川正美議員登壇〕 

○42番（中川正美） ありがとうございました。ケアマネージャーの勤務環境

の改善を図り、その魅力を広く発信していただきたいと思います。 

 それでは、最後の項でありますけれども、第63回神宮式年遷宮を契機とし

た観光振興についてお聞かせ願いたいと思います。 

 観光産業は言うでもなくその経済効果が宿泊業や飲食業、農林水産業など

幅広い分野に波及する裾野の広い産業であり、県としても重点的に取り組む

施策の一つとして取り組まれております。 

 私の地元であります伊勢志摩地域は、御承知のように20年に１度の神宮式

年遷宮やその翌年のおかげ参りなどにおいて、歴史的にもこれまで多くの旅

人を受け入れ、もてなしをしてきた地域であります。そういったおもてなし

の文化や地域性は県が進めます観光振興においても非常に重要なものであり、

県内観光産業の発展にもつながってきております。 

 神宮式内遷宮は、全国的に三重県に注目が集まる大きなチャンスであると

ともに、前回の神宮式年遷宮には1400万人を超える方が神宮に訪れていただ

いたように、本県への誘客を図る絶好の機会であり、私はこの機会を逃す手
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はないと考えておりますので、これまでも議会の場でも何回も質問をさせて

いただきました。 

 さらに、次期式年遷宮に向けましては、全国的にインバウンド需要が回復

している状況を踏まえて、海外に向けたプロモーションにも力を入れて取り

組んでいくことも重要ではないかと考えております。私の地元である伊勢市

では、今年１月に伊勢志摩地域として伊勢志摩せんぐう旅博実行委員会が、

２月には次期神宮式年遷宮用材奉曳本部・奉曳団連合会結成準備委員会が組

織され、次期式年遷宮に向けた準備が着々と進められております。 

 令和７年６月上旬には、いよいよ御樋代木奉曳式が行われ、令和８年はお

木曳行事など諸行事も取り行われていくことから、ますます第63回神宮式年

遷宮に向けた機運が盛り上がってくる状況を迎えます。 

 県におきましてもこの神宮式年遷宮のチャンスを生かして、国内だけでは

なく海外に向けても積極的に県の魅力を発信し、インバウンドを含む誘客を

促進していただければと思っております。 

 そこで知事にお伺いいたしたいと思います。令和15年の第63回神宮式年遷

宮に向けまして、県としてどのような観光振興に取り組んでいくのか、お聞

かせ願いたいと思います。 

   〔一見勝之知事登壇〕 

○知事（一見勝之） 伊勢神宮は、三重県の観光に非常に大きな貢献をしてい

ただいております。観光だけではなしに、三重県の都市構造、これは何で分

散型の都市になっていて、その各地域でそれぞれ発展をしてきているのかと

いうことでありますけど、これは日本全国から伊勢神宮におかげ参りをはじ

めとして参っていただいている方が多くのまちを通過していっておられたの

で、そういった都市構造になっているということですから、観光だけではな

いと思います。三重県全体に大きな影響を与えていただいている、好影響を

与えていただいているというふうに思います。 

 その伊勢神宮ですが、令和７年、来年にも遷宮に向けた山口祭が始まりま

す。三重県は今、特にインバウンドを中心に観光が非常に厳しい状況になっ
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ているのは事実でございまして、この遷宮の機会を生かさないという手はな

いというふうに思っておりまして、６月の知事提案説明でも御説明させてい

ただきましたが、県庁内に式年遷宮に向けた庁内ワーキングというのを設け

ております。さらには、式年遷宮を契機としたおもてなし推進チームという

のを９月に観光部内に設けまして、令和15年に予定をされています式年遷宮

に向けまして準備を進めているところでございます。 

 具体的なものはこれからつくってまいりますけれども、国内から多くの方

に来ていただくのはもちろん、これから日本は人口が減ってまいります。多

くの外国の方に三重県に来ていただかなきゃいけないということで、インバ

ウンド誘客に向けてもしっかりと力を入れていきたいと考えているところで

ございます。 

   〔42番 中川正美議員登壇〕 

○42番（中川正美） 御答弁いただきました。地域と連携をして取組を進めて

いただくということですので、今後の取組に期待をしたいと思います。 

 中でも、伊勢志摩せんぐう旅博実行委員会につきましては、伊勢志摩観光

コンベンション機構をはじめ、伊勢志摩地域の市町、観光協会、商工団体、

観光事業者等で構成され、官民が一体となって取組が進められていますので、

県としてもしっかりと連携をして取り組んでいただきたいと考えますが、伊

勢志摩せんぐう旅博との連携についての考え方について、観光部長にお聞き

したいと思います。 

○観光部長（生川哲也） 伊勢志摩せんぐう旅博との連携につきましてお答え

いたします。 

 この旅博の実行委員会には県も、県の観光部でございますが、委員として

参加をいたしておりまして、これまで次の式年遷宮に向けたプロモーション、

それから今後の事業計画などの検討に参画をいたしております。 

 また、県のほうでは、先ほども知事が申し上げましたが、次期式年遷宮を

契機として国内外から多くのお客様をお迎えし、その効果を県内全域に広げ

ていくため、県庁内にワーキンググループとおもてなし推進チームを設けて
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取組を始めているところでございます。 

 伊勢志摩せんぐう旅博実行委員会とこうした県の取組、これらを十分連携

することにより、両者が相乗効果を発揮しまして、伊勢志摩地域を含め本県

へより多くのお客様がお越しいただけるよう取り組んでまいりたいと思って

おります。 

   〔42番 中川正美議員登壇〕 

○42番（中川正美） ありがとうございました。国内からももちろん、海外か

らも多くの方がお越しをいただき、おもてなしにつながるよう取組を進めて

いただきたいと思います。 

 ここからは要望とさせていただきますけれども、これまで遷宮の時期に合

わせていろんなイベント、例えば第61回の式年遷宮のときには、平成６年に

まつり博、世界祝祭博覧会が開催されました。そういったイベント、また、

キャンペーンの実施とともに道路整備、これも伊勢自動車道の開通とか国道

23号南勢バイパスの４車線化等々、大変な道路整備が進みました。三重県の

観光にとっても大きな効果を上げています。 

 ぜひとも第63回神宮式年遷宮が行われます令和15年に向けて、効果的なイ

ベントやキャンペーンを実施するとともに、太平洋新国土軸構想の一翼を担

う伊勢湾口道路、今ちょっと立ち消えておりますけれども、そういった整備

推進についても、よろしくお願いいたしたいと思います。 

 令和16年は熊野古道世界遺産登録30周年、また、令和17年には国民スポー

ツ大会、名称は分かりませんけれども、開催と、三重県に注目が集まるチャ

ンスが続きますので、遷宮の契機をしっかりと生かして、三重県への多くの

来訪につなげるよう取り組んでいただきますようお願いいたしたいと思いま

す。 

 それでは、次の質問に移ります。 

 県内各地で多くの旅行者を迎える環境を整えるためには、地域と調和の取

れたものとする必要があります。そのためには地域において市町や観光事業、

住民の方々が一体となって連携・協力しながら取組を進めていくことが重要
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であり、その取組を進めていくための司令塔としてＤＭＯの役割が期待され

ております。 

 そこで観光部長にお伺いいたしたいと思います。持続可能な観光地づくり

に向けて、県内のＤＭＯへの支援にどのように取り組むのか、お考えをお聞

かせ願いたいと思います。 

 あわせまして、時間の関係でもう１点、観光ガイド人材の育成についても

お伺いいたしたいと思います。 

 多くの訪日外国人旅行者に三重県を満喫してもらうためには、その土地な

らでは歴史・文化や自然、暮らしや伝統を伝えていくことができる観光ガイ

ド人材の存在が必要となっています。 

 しかし、地域で話を伺った際には、英語ができる観光ガイド人材の育成が

課題となっているとの話がありました。 

 三重県には、神宮をはじめ熊野古道伊勢路など多くの魅力が地域にありま

すので、訪日外国人旅行者に満足度高く三重県の滞在を楽しんでいただける

よう、県としても外国語能力や三重県の観光に関する高い知識を持って地域

を案内できるプロフェッショナルな観光ガイドの育成を進めていただきたい

と考えます。 

 そこで観光部長に伺います。インバウンド誘客に向けまして、プロフェッ

ショナルな観光ガイド人材の育成にどのように取り組んでいくのか、県内の

状況も含めてお聞かせ願いたいと思います。 

   〔生川哲也観光部長登壇〕 

○観光部長（生川哲也） 二つの御質問をいただいております。まずは、県内

のＤＭＯへの支援につきましてお答え申し上げます。 

 県としましては、地域のＤＭＯにおけるデータマーケティングであります

とか観光地づくりに関するノウハウをＤＭＯのほうで向上していただくため、

全県のＤＭＯである三重県観光連盟を通じまして、それらの分野の専門人材

を派遣しておりまして、伴走型で支援を行っております。 

 具体的には、観光データの効果的な収集分析の方法でありますとか、デー
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タに基づく戦略の見直し、地域の観光関係者が一体となった取組に向けたア

ドバイスなど、地域の実情に沿った形でＤＭＯとしての役割を果たすための

ノウハウを習得していただけるよう、個別の支援を行っておるところでござ

います。 

 引き続き、三重県観光連盟の体制でありますとか経営基盤の強化を通じま

して、県内のＤＭＯが持続可能な観光地づくりに必要なノウハウの蓄積がで

きるよう取り組んでまいりたいと思っております。 

 次に、２点目ですが、プロフェッショナルな観光ガイド人材の育成につい

てでございます。 

 インバウンドへの観光ガイドにつきましては、通訳案内士法という法律に

基づく全国通訳案内士という国家資格がございまして、県内には現在164名

が登録されておりますが、昨年度実施しましたこれらの通訳案内士に対する

アンケートによりますと、専業として従事している観光ガイドは回答があっ

た59人中８人、さらには継続的に活動している通訳案内士は３人とかなり限

られた人数になっております。 

 このように実際に活動している観光ガイドが少ない理由としまして、この

アンケートの中でお尋ねしておるんですけれども、ガイド業務を実際には資

格を持っているんですがやったことがないとか、実践的な知識、スキルが獲

得できていない、それから活躍の機会が少ないといったことが挙げられてお

ります。 

 そこで県としましては、今年度から全国通訳案内士を含めまして、全８回

の実践的な観光ガイド養成講座を実施しております。現在、46名に御参加い

ただいておりますが、インバウンド向けのホスピタリティを養うワーク

ショップでありますとか、実践的なフィールドワーク研修などに取り組んで

おります。 

 さらには、ガイドとして活躍いただく機会の創出に向けて、旅行会社や宿

泊施設とのマッチングなども行っております。 

 こうした取組を継続していくことでプロフェッショナルな観光ガイド人材
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をより多く育成し、インバウンドの受入環境の充実を図ってまいりたいと

思っております。 

   〔42番 中川正美議員登壇〕 

○42番（中川正美） ありがとうございました。 

 来月、伊勢市では、お伊勢さんマラソンというのがございます。たくさん

の方が全国から来ていただくわけでありますけれども。しかしながら、外国

人が大変少ない。しかしながら、出雲大社のほうのマラソンは世界からたく

さんの方がお越しいただくと。私は大変疑問といいますか、不思議に思っと

るわけですね。同じ神社関係であっても、何かその辺りは一度検証してもら

いたいなと。より多くの世界の皆さん方が伊勢神宮のよさを本当に熟知して

いただいて、今のインバウンドを本当に活発にやってもらいたいと心から

願っておりますので、よろしくお願いいたしたいと思います。 

 令和15年、あと９年であります。年が明けますともう８年になってしまう

わけでありますけれども、いつも私は９年、10年後、その式年遷宮に向かっ

て歴代の知事に何か大きなイベント等々の話をしてまいりましたので、ぜひ

とも一見知事におかれましてもそのすばらしいお答えをいただきたいなと、

こんなふうに思います。 

 私の持論でありますけれども、今あるのは伊勢神宮、1500年前にあったの

が伊勢神宮、そして1500年後にあるのも伊勢神宮、これ私の思いでございま

すので、ぜひとも三重県とともにこの伊勢神宮の第63回神宮式年遷宮が成功

することを祈念させていただいて、質問を終わらせていただきたいと思いま

す。 

 誠にありがとうございました。（拍手） 

 

休          憩 

○議長（稲垣昭義） 暫時休憩いたします。 

午後０時11分休憩 
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午後１時10分開議 

 

開          議 

○副議長（小林正人） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 

質          問 

○副議長（小林正人） 県政に対する質問を継続いたします。29番 森野真治

議員。 

   〔29番 森野真治議員登壇・拍手〕 

○29番（森野真治） 皆さん、こんにちは。 

 伊賀市選挙区選出、新政みえの森野真治でございます。議長のお許しをい

ただきましたので、通告に従いまして質問させていただきたいというふうに

思います。 

 まず、出産子育て支援について幾つか御質問させていただきます。 

 初めに、不妊治療に対する助成についてお聞きをいたしたいと思います。

公益財団法人日本産科婦人科学会では、不妊の定義を妊娠を望む健康な男女

が避妊をしないで性交をしているにもかかわらず、１年以上妊娠しないこと

としています。近年、晩婚化や男女ともに子どもを望む年齢が高くなってい

ることに伴い、不妊に悩む夫婦が年々増加しておりまして、（パネルを示す）

この図のように、厚生労働省によりますと、不妊の検査や治療を受けたこと

がある、または現在受けている夫婦の割合は、2021年の時点で約4.4組に１

人、また不妊を心配したことがある夫婦の割合は約2.6組に１人とされてい

ます。 

 （パネルを示す）そして、次の図を見ていただきたいんですが、不妊治療

の一つであります体外受精・顕微授精などの生殖補助医療というのがあるん

ですが、これによって2021年には約７万人が誕生しておりまして、これは生

まれた赤ちゃんの約11.6人に１人という割合でありますけれども、年々増加

していることが分かると思います。 
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 不妊治療には不妊の原因を明確にするための検査や原因が分かった場合の

原因疾患への治療、タイミング法や人工授精といった一般不妊治療、精子と

卵子を採取して受精させ、受精卵を子宮に戻す生殖補助医療があります。

2022年３月以前は、不妊の原因の検査と原因疾患への治療のみが保険適用と

なっていましたが、不妊治療には多額の費用がかかることから、2022年４月

以降は一般不妊治療や基本的な生殖補助医療も保険適用となり、負担軽減が

図られました。 

 しかしながら、保険適用には年齢制限や回数制限があることから、県や市

町による上乗せ、横出しの助成制度が実施されています。 

 そこでお伺いいたします。本県の不妊治療に対する助成事業の内容及び昨

年度の実施状況、県内市町の上乗せ事業の実施状況についてお伺いいたしま

す。 

   〔枡屋典子子ども・福祉部長登壇〕 

○子ども・福祉部長（枡屋典子） それでは、本県の不妊治療の助成について

お答えさせていただきます。 

 不妊治療の助成につきましては、御紹介いただきましたように、令和４年

４月から国による助成制度が廃止されまして、体外受精や顕微授精といった

標準的な治療が保険診療の対象となりました。一方で、一部の先進医療など

は保険適用外となっております。 

 県では、引き続き不妊に悩む方の経済的負担の軽減を図るために、県独自

の特定不妊治療費助成事業を創設しまして、43歳未満の方を対象に保険適用

外の先進医療や保険適用となる治療回数の上限を超えた部分に対する助成を

市町とともに行っているところでございます。 

 現在、この助成事業は県内ほぼ全ての市町において実施されておりまして、

令和５年度の助成実績は先進医療助成が1295件で約3500万円、回数追加助成

が41件で約1000万円となっております。 

 また、11の市町では、独自の助成事業を設けていただき、保険適用の有無

や年齢にかかわらず、不妊治療費の自己負担額に対して助成を行っています。 
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 県としましては、今後も不妊に悩む方が経済的な理由から治療を諦めるこ

とがないよう、市町と連携して支援を行ってまいります。 

   〔29番 森野真治議員登壇〕 

○29番（森野真治） 御答弁いただきましたように、特定不妊治療費助成事業、

保険適用終了後の特定不妊治療に対する回数追加事業においては、治療開始

時点での妻の年齢が43歳未満という制限が残っております。一方、昨年度の

予算の執行実績を見ますと、予算額に対する執行率は決して高くはなく、か

なりの執行残がございます。 

 不妊治療から出産に至る割合が年齢が上がるにつれて低下傾向にあること

は事実ですけれども、43歳以降ゼロになるわけではないですし、そもそも肉

体のことでありますから個人差も相当あります。それらを総合的に判断して、

不妊治療をする、しないの決定は医師と本人で相談して判断するべきことで

あり、行政が制度として年齢制限を設けるには相当の理由が必要だと思いま

す。現在、本県が置かれている状況は少子化対策に資することは何でもやる

ぐらいの覚悟で当たっていかなければならない中、まさに子どもをもうけよ

うと頑張っている方に諦めるように促すのではなく、後押しをするべきでは

ないでしょうか。ましてや、多額の執行残がある状況であるのならば、言う

までもないことだというふうに思います。 

 そこでお伺いいたします。本県の特定不妊治療費助成事業において設けて

いる年齢制限について撤廃すべきと考えますが、お考えをお伺いいたします。 

○子ども・福祉部長（枡屋典子） 県の助成事業の年齢制限でございますが、

国の以前の助成制度、それから現在の保険適用の基準に合わせて設けている

ものでございます。国におきましては、この年齢制限を設定するに当たりま

して、母体の健康への影響ですとか、これまでの分娩率等のデータを根拠に

設定したものというふうに考えております。 

 ただ、おっしゃっていただきましたように、一方で妊娠・出産を希望する

女性の年齢というものは上昇していることですとか、あるいは医療技術の進

歩などによりまして、県内においても保険適用外となる43歳以上の方が自費
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で不妊治療を行って、妊娠・出産につながったケースがあることも承知して

いるところでございます。 

 市町が独自に行っている不妊治療助成制度では、年齢制限が設けられてい

ないものもあることから、今後市町ともよく協議をしながら県の助成事業に

おける年齢制限について、改めて検討してまいりたいというふうに考えてお

ります。 

   〔29番 森野真治議員登壇〕 

○29番（森野真治） おっしゃっていただきましたとおり、市町の中ではもう

制限を撤廃しているところもございますし、やはり応援するという意味で、

線を引くのではなく、壁を撤廃して、受けたい全ての方に対して公平にぜひ

補助をしていただきたいということで、前向きに御検討いただければと思い

ますので、よろしくお願いいたします。 

 引き続きまして、次に、企業等における妊活休暇制度などのことについて

お伺いいたします。 

 企業等における妊活休暇制度など働きながら不妊治療を受けるための支援

について、働きながら不妊治療を受ける方は増加傾向にあると考えられます

けれども、（パネルを示す）こちらを見ていただきますと、厚生労働省が

2023年度に行った不妊治療と仕事の両立に係る諸問題についての総合調査に

よりますと、約６割の企業で不妊治療を行っている社員の把握ができておら

ず、約７割の企業で不妊治療を行っている社員が受けられる支援制度等を実

施しておりません。この結果、（パネルを示す）こちらですね、不妊治療を

していた労働者の中で、仕事と両立している（していた）割合は55.3％と

なっている一方、不妊治療と仕事が両立できず10.9％が離職、7.8％が不妊

治療を諦めています。両立できず雇用形態を変えた7.4％を含めると、

26.1％と４人に１人以上が仕事の両立ができない、できなかったと回答して

います。 

 不妊治療と仕事の両立を困難にしている要因として、不妊治療が原因のも

のとしては通院回数が多い、待ち時間など通院にかかる時間が読めない、医
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師から告げられた通院日に外せない仕事が入るなど、仕事との日程調整が難

しいことや精神面、体調、体力面などの負担が大きいことが挙げられていま

す。 

 一方、仕事が原因のものとしては、職場の理解やサポートが得られていな

い、得られない、仕事のストレスや長時間労働のため不妊治療に悪影響が出

るということが挙げられています。 

 そこでお伺いいたします。これらのことから働きながら不妊治療を受けや

すくするには、企業等において産前産後休暇や育児休業のように妊活休暇制

度を設け、不妊治療と仕事の両立を図っていくことが必要だと思いますが、

県内企業等の不妊治療を受ける社員に対する支援制度の現状と取組状況につ

いてお伺いいたします。 

   〔枡屋典子子ども・福祉部長登壇〕 

○子ども・福祉部長（枡屋典子） それでは、企業等における不妊治療に対す

る支援制度の現状についてお答えいたします。 

 不妊治療には経済的負担が生じるため、働きながら治療を行うことができ

る環境の整備が求められておりますが、治療と仕事の両立ができず離職せざ

るを得なかった人、それから治療を諦める人が少なくない。先ほど御紹介い

ただいたとおりでございます。そういったことから企業における取組が進む

よう、支援していくことが重要であるというふうに考えております。 

 県では、令和元年度に全国に先駆けまして三重県経営者協会、連合三重、

三重県医師会、三重県産婦人科医会、三重労働局、県の６者で不妊治療と仕

事の両立支援に関する連携協定を締結し、不妊治療に関する正しい知識の普

及ですとか職場での理解促進、それから相談体制の充実を目指して取組を進

めております。 

 また、令和２年度からは経営者や人事担当者等を対象に、不妊治療と仕事

の両立支援に向けたセミナーを実施しております。このセミナー受講者を不

妊症サポーターに任命いたしまして、職場など身近な支援者として役割を

担っていただいております。令和５年度までに延べ144人のサポーターを養
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成したところでございます。 

 さらに、県独自の取組としまして、不妊治療と仕事の両立に向けた職場環

境づくりに意欲のある企業に対しまして、アドバイザーの派遣を行っている

ところでございます。事業を利用した企業からは、具体的にアドバイスをも

らえたので今後、不妊治療を支援する制度の導入を進めていくといった声も

いただいたところでございます。 

 一方で、令和５年度に県の特定不妊治療費助成事業を利用した方を対象に

実施した不妊治療と仕事の両立に関するアンケート調査では、自身の職場が

不妊治療への理解があると感じている人は56.6％、また職場に不妊治療をサ

ポートする制度があると答えた人は34.5％にとどまる結果となっております。 

 こうした現状も踏まえまして、県としましては企業における不妊治療への

理解と両立支援に向けた環境整備が一層進むよう、引き続き関係機関とも連

携して取組を進めてまいります。 

   〔29番 森野真治議員登壇〕 

○29番（森野真治） 制度を設けているところがアンケート結果では34.5％と

いうことです。報道等でもっと少ない数字を上げられているところもござい

ます。 

 いずれにしても、サポーターとかアドバイザーとか積み上げていってもら

うことも大事ですが、全体の進捗状況とかそういうことも把握していただき

ながら、しっかりと着実に図りながら進めていっていただくということも大

事ですし、本当に急速に少子化が進んでおりますので、しっかりと企業にも

応援していただかないと、行政だけの補助制度とかだけでは限界があります

ので、しっかりとこれはお願いしたいというふうに思いますので、よろしく

お願いいたします。 

 続きまして、産院の確保についてお伺いいたします。 

 2023年、三重県の出生数は統計開始以来初めて１万人を割り込み、今後も

加速度的な減少が見込まれています。医師の高齢化に加え、採算性の悪化に

より、県内では2023年には亀山市、津市、松阪市で１件ずつ合計３件、今年
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に入って三重郡で１件が分娩の取扱いを停止しました。そして、最近、伊賀

市、名張市で１か所ずつの合計２か所が相次いで来年３月までに分娩の取扱

いを中止し、婦人科等の外来診療のみを取り扱うと発表しました。これによ

り伊賀地域では３か所の分娩取扱医療機関が１か所になってしまうことにな

ります。この２病院は報道によりますといずれも少子化で分娩取扱い数が減

少し、採算が取れなくなったことが原因で、分娩に必要なスタッフが確保で

きない等によるものではないようです。 

 本県においては、有床診療所が分娩数全体の60％を担っており、有床診療

所は地域の周産期医療を支えるために、昼夜を分かたず頑張っておられます。 

 しかし、出生数の減少により経営状況が大変厳しくなっている状況に加え、

2023年度より始まった医師の働き方改革により、医師の確保や採算性が悪化

してきている状況であります。これらが相次ぐ分娩取扱停止につながってい

ると考えられます。 

 そして、まだ詳細は示されていませんが、2026年に分娩の保険適用が始ま

れば、さらに経営が難しくなり、分娩の取扱いを停止するところが相次ぐの

ではないかと危惧されています。安心して出産できるところが住んでいる場

所の近くになくなりつつある現状は、今後ますます少子化が加速し、地域の

崩壊へと突き進む、まさに終わりの始まりであると大変憂慮しています。少

子化等により分娩が既に不採算医療となっているのであれば、救急医療と同

様、財政的な支援をするなど、その維持に向けて取り組む必要があるのでは

ないでしょうか。 

 そこでお伺いいたします。伊賀市、名張市の２病院から分娩取扱中止の意

向が表明されていますが、２病院の分娩取扱継続も含めて、これまでどのよ

うに取り組んでこられ、また今後どのように取り組んでいかれるのか、また

他の地域も含め県内の分娩取扱維持に今後どのように取り組んでいかれるの

か、お伺いいたします。 

   〔松浦元哉医療保健部長登壇〕 

○医療保健部長（松浦元哉） 本県におきましては、地域の産科医療機関等と、
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それから周産期母子医療センターが適切な機能分担、連携体制を構築するこ

とで、安全・安心な周産期医療の提供を行っているところでございます。 

 一方で、議員から御指摘がありましたように、分娩数の減少ですとかハイ

リスク分娩への対応ですとか医師の高齢化などから、近年、分娩を取り扱う

地域の産科である診療所が減少傾向にございます。 

 先ほど議員からも御指摘がありましたけれども、伊賀・名張地域では現在

分娩を取り扱う医療機関が三つありますけれども、名張市内の１診療所では

来年１月15日をもって、また伊賀市内の１診療所では来年３月末日をもって

それぞれ分娩の取扱いを停止するという旨の発表があったのを承知しており

ます。 

 これまで県では、この両市と関係団体、それから大学等とも問題意識を共

有しながら様々な可能性を視野に協議を続けてきたところでございます。 

 現在は、伊賀市、名張市と県の３者で協議する機会を県が設けまして、地

域で分娩環境を確保していくための方策について、協議を今も継続している

ところでございます。その協議を行って必要な予算措置についても検討を

行っていきたいと思っております。 

 それから、伊賀地域だけでなく、県内のほかの地域も含めて分娩環境の確

保に取り組んでいく必要があるのは御指摘のとおりでございますので、これ

は本県だけじゃなくて国全体の問題でもありますので、国に対して産科医療

機関に対する財政支援の拡充について要望を行ったところでございます。 

 引き続き、国に対して働きかけを行うとともに、地域において安全・安心

な分娩ができる体制の整備に向けて、県内の医療機関や市町、関係団体等と

連携しながら取り組んでまいりたいと考えております。 

   〔29番 森野真治議員登壇〕 

○29番（森野真治） しっかりと取り組んでいただきたいと思っておりますけ

れども、減少の一途をたどっておりまして、もう危険水域に入っているとい

うふうに感じています。ぜひ県民の出産は県でしっかりと守るという思いを

持って、財政的な支援もと言っていただきましたが、しっかりと取り組んで
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いただきたいというふうにお願いさせていただきます。 

 次に、乳幼児健診費用等の助成についてお伺いいたします。 

 妊娠すると母子健康手帳とともに、母子保健のしおりが交付されます。伊

賀市から頂いた令和５年度母子保健のしおりには、妊婦一般健診14回分、産

婦健診２回分、４か月児一般健診、10か月児一般健診の無料受診票がとじら

れており、早くから無料になっている乳幼児医療費とともに、必要な健康診

査が無料で受けられるようになっているのだなあと感じました。 

 しかし、実際に妊娠・出産をすると、これら以外にも自己負担で受ける健

診や検査がいろいろとあります。 

 市町により違いがあるとは思いますが、うちの子どもの場合、先ほどの母

子保健のしおりで最初に使う４か月児健診までの間でも、新生児聴覚スク

リーニング検査、これについては6000円の半額の3000円が申請後に伊賀市か

ら補助されましたけれども、自己負担がございました。また、拡大新生児マ

ススクリーニング検査である原発性免疫不全症、ライソゾーム病、副腎白質

ジストロフィー、脊髄性筋萎縮症の検査や１か月児健診は全額自己負担でし

た。 

 これらはいずれも早期に検査することで、生まれた子どもが健康に育って

いくために必要なことであるものの義務ではありませんので、自己負担があ

ることで親の経済状況等により、健診を受けずに早期治療等の機会を逸して

しまう危険性があります。 

 そこでお伺いいたします。いずれも病院等から強く勧められるものであり、

全ての子どもたちが健康に育つために他の健診同様に補助をすべきものばか

りだと思いますが、お考えをお伺いいたします。 

   〔枡屋典子子ども・福祉部長登壇〕 

○子ども・福祉部長（枡屋典子） それでは、乳幼児健診等についてお答えい

たします。 

 県では、県内のどの地域においても妊産婦やその家族が必要なサービスを

必要な時に受けることができるよう、市町への情報提供や調整を行っており
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まして、４か月児健診や10か月児健診では、全ての市町で無料で受診できる

体制が整っております。 

 また、１か月児健診につきましては、既に22の市町で実施しておりまして、

令和７年度以降、新たに複数の市町が実施する予定となっております。 

 県としては、全ての市町で１か月児健診を無料で受けられる体制が整えら

れるよう、必要な調整や協議を行ってまいります。 

 それから、新生児の先天性代謝異常等を発見するためのマススクリーニン

グ検査につきましては、現在、対象の20の疾患の検査を無料で受けられるよ

う、県が補助を実施しているところでございます。 

 また、県内の分娩を行うほぼ全ての医療機関で有料で検査が受けられる、

先ほど御紹介いただきましたような原発性免疫不全症や脊髄性筋萎縮症など

四つの疾患を対象とした拡大マススクリーニング検査につきましても、その

うちの２疾患が国が費用の半分を補助する実証事業を開始しておりまして、

県としましてもこの実証事業への参加を検討していきたいというふうに考え

ております。 

 耳の聞こえに関する新生児聴覚スクリーニング検査につきましては、検査

で難聴の疑いがあると判明した乳幼児がその後の精密検査、診断確定後の療

育へ確実につながるよう、県では令和５年度からデータベースシステムを運

用しまして、関係機関と連携して支援を行っているところでございます。 

 今後も安心して子どもを産み育てられる環境づくりを推進するとともに、

全ての子どもが等しく必要な健診ですとか検査を受けられるよう、保護者の

負担の軽減に向けまして、国に公費負担の対象拡大について働きかけてまい

ります。 

   〔29番 森野真治議員登壇〕 

○29番（森野真治） 全ての子どもたちが負担なしに受けられるようにという

ところまではいいんですけれども、国に働きかけていくという御答弁しかい

ただけませんでした。働きかけつつも、ぜひそれまでの間は県のほうでしっ

かりと補助していく、それぐらいのつもりで県の子どもたちを守っていただ



－1570－ 

ければというふうに思います。これ、早い段階で医療介入すれば、より健康

に育っていただいて、それからずっと元気になっていただけるという本当に

意義のある健診ばかりですので、ぜひともよろしくお願いいたします。 

 次に、保育士確保対策についてお伺いいたします。 

 保育士不足が深刻な状況になってきておりまして、たびたび待機児童など

が問題になります。地元の保育園の状況をお聞きしても、保育士の確保に本

当に苦労されています。 

 さて、第２子以降の出産後に育児休業を取得しますと、家庭での育児が可

能になったということで、既に保育園に通っている上の子どもが退園させら

れる、いわゆる育休退園が待機児童の解消などを目的として一部の地方公共

団体の保育園において運用されています。育休退園によって、出産後に退院

したばかりの新生児と保育園に行けなくなった上の子どもの両方の育児を自

宅でする必要が生じます。それを嫌って次の子どもを持つことをためらって

しまう夫婦や、突然、保育園と引き離され生活リズムを崩す子どもがいるな

ど、子育て家庭を翻弄する問題となっています。 

 一方、育休退園をさせない場合、保育園に空きがなければ育休明けで仕事

に復帰する場合に、復帰の１か月前以降に保育園に入園できる、いわゆる育

休明け入園ができませんので、待機児童となってしまい親も復職できなくな

ります。これを避けるには、育休明け入園を見据えてあらかじめ多めに保育

士を配置すればよいのですが、保育士不足で難しい状況にあります。 

 保育士不足になっている原因の一つに、賃金の低さがあると言われていま

す。少子化によりあらゆる分野で人材不足が叫ばれている中、保育士の給与

が他の職種よりも安ければ、選ぶ人が少なくなるのは当然であると思います。 

 また、不足する保育士を補うためや保育士の負担を軽減するため、無資格

の補助員を配置している園もありますけれども、補助員については補助金の

算定に含まれないため、経営を圧迫しています。 

 それ以外にも昨今、保育園での不祥事等、メディアで多く取り上げられて

イメージが悪くなっていることも、保育士を志望する学生の減少につながっ
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ていると言われています。 

 そこでお伺いいたします。必要な子どもたちに保育が行き届くために、さ

らなる保育士確保対策が必要であると思いますが、これまでの取組状況と保

育士の処遇の改善や学校での保育士職に対する魅力向上のための出前授業の

実施など、今後どのように取り組んでいかれるのか、お伺いいたします。 

   〔枡屋典子子ども・福祉部長登壇〕 

○子ども・福祉部長（枡屋典子） それでは、保育士の確保対策についてお答

えをいたします。 

 県としましても、保育士の安定的な確保は喫緊の課題であると認識してお

ります。新たに保育士として働く人材の確保、それから既に働いている保育

士の離職防止、処遇改善等の取組が重要であるというふうに考えております。 

 県では、保育士の確保に向けまして、保育士を目指す学生に対する修学資

金の貸付事業を実施しておりまして、令和６年度からは貸付メニューに入学

準備金を追加するなど拡充をしております。 

 また、資格を有しながら保育所等に就労していない、いわゆる潜在保育士

に対しましては、三重県保育士・保育所支援センターにおきまして、求人情

報の提供や就労相談、それから研修の実施など円滑な職場復帰に向けた支援

を行っているところでございます。 

 それから、保育士の離職防止に向けましては、業務の負担軽減を図るため

に、洗濯や掃除など保育の周辺業務を行う保育支援者の雇用ですとか、保育

所等へのＩＣＴの導入を支援しているところでございます。 

 また、令和６年度からは、臨床心理士の資格を持つ保育士支援アドバイ

ザーによる私立保育園等対象としたアウトリーチの相談支援を開始するなど、

働きやすい職場環境づくりを進めているところでございます。 

 さらに、保育士の処遇改善に向けましては、経験年数やキャリアアップに

応じて賃金の引上げが可能となるように、私立保育所等に対する加算を行っ

ておりまして、加算要件となるキャリアアップ研修につきましては、より多

くの保育士が受講できるように、オンラインで実施しているところでござい
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ます。 

 加えて、保育の魅力を発信することで将来保育士を目指す学生が増えるよ

うに、先ほどの三重県保育士・保育所支援センターのホームページ、みえの

ほいくで県内の保育所等の紹介ですとか、あるいは特色のある取組などを発

信しているところでございます。 

 また、保育施設における中学生の職場体験授業の実施機会が拡大するよう

に、保育の関係団体と連携しまして、中学校に対して働きかけを行っている

ところでございます。 

 今後とも、保育所等の現場の意見も伺いながら、保育士確保に向けた取組

をしっかりと進めていきたいと考えております。 

   〔29番 森野真治議員登壇〕 

○29番（森野真治） 様々な取組をしていただいているということはよく分か

るんですけれども、それにもかかわらず非常に厳しい状況だというふうに私

も現場から聞かせていただいて質問に至っております。 

 公立の場合は税金を投入して維持ということができていると思いますが、

私立については経営母体が福祉団体というところも本当に多く、なかなか難

しい。そういう部分でやっぱり公的な支援を、しっかりお支えをいただきた

いというふうに思いますので、意見を聴きながらというふうに言っていただ

きましたので、情報収集していただいてそれぞれに合った、ニーズに合った

さらなる支援をぜひしていただいて、保育の現場を守っていただきたいとい

うふうに思いますので、よろしくお願いいたします。 

 次に、大きな２番の献血推進についてお伺いをしたいと思います。 

 日本赤十字社の資料によりますと、輸血用血液製剤や血漿分画製剤の多く

は高齢者の医療に使われており、輸血用血液製剤を使用されている方の約

85％は50歳以上の方々です。一方で、献血いただいている方の多くは50歳未

満の方々であり、この世代の方々が輸血医療を大きく支えています。このた

め、今後は少子高齢化で血液の需要が増す一方、献血に協力する人が減るこ

とが懸念されています。血液は長期保存することができませんので、医療機
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関に安定的に血液を供給するためには、輸血用の血液を十分に確保する必要

があります。日本の少子高齢化が今後ますます進んでいくと、将来の安定供

給に支障を来すおそれがあるため、今後の安定供給のためにも特に若い世代

の献血への理解と協力が不可欠になっています。 

 （パネルを示す）こちらの資料を御覧ください。年度別、年代別の献血者

数の推移を全国ベースで５年ごとにまとめさせていただいたものです。 

 しかしながら、若年層とされる10代から30代、棒グラフの下の青、オレン

ジ、グレーまでの範囲ですけれども、この献血者数は見ていただきますよう

に、右肩下がりで減少傾向となっています。 

 減少傾向となって何が悪いかといいますと、これがその後、増えてこない

わけなんですよね。例えば、平成10年度のオレンジの20から29歳というとこ

ろを見ていただきますと、それが10年後の平成20年度には30から39歳になっ

て、140万人に減ります。こういうふうになかなか増えていかないですね。

こういうことがやはり早いうちに献血に経験していただくということが後々

の献血者数の確保に大きく関わってくるということでございます。図でも分

かりますとおり、一番下ですね、16から19歳の献血者数は減少を続けていま

す。 

 （パネルを示す）次のこの資料を御覧ください。日赤では、この背景を高

校や大学での学内献血の減少が若年層の献血離れにつながっている可能性が

ある。1990年代初頭に６割だった実施率は学校方針の変化などで近年は２割

まで低下、2020年の新型コロナウイルス感染症拡大時も、学校や企業などの

団体献血が相次いで中止された。最初の機会の喪失が献血離れを招いたと見

ているということでございます。 

 そして、（パネルを示す）次の資料ですけれども、16歳から19歳の都道府

県別の献血率を見てみますと、三重県の16から19歳の献血率は全国的にもほ

ぼ最下位に位置しており、非常に悪い状況となっています。この年代は主に

高校生ですので、高等学校における献血の推進状況の他県との違いが、この

結果に現れていると考えます。 
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 一方で、私が地元の高等学校で状況をお聞きしましたところ、学校だけに

問題があるのかといえばそうではなく、日赤三重県支部が献血バスで400ミ

リリットル献血しか受け付けていないことも原因の一つであると感じました。 

 （パネルを示す）こちらの資料を御覧ください。現在の献血の採血基準で

す。見ていただければ分かりますとおり、400ミリリットルの献血ができる

のは、男子生徒で高校２年生の17歳到達者と高校３年生、女子生徒で高校３

年生の年齢到達者に限られるため、高等学校の一部の生徒に限られてしまう

こと、そしてそもそも初回献血での400ミリリットル献血はハードルが高い

と考えられることす。200ミリリットル献血が可能であれば、男女問わず高

校１年生の年齢到達者以上が献血可能ですし、体重制限も緩和されます。そ

して、何よりも体への負担が少なく、初めての献血にチャレンジしやすくな

ると思います。 

 厚生労働省においても、若年層の献血率の減少について、200ミリリット

ル献血由来製品の需要動向を踏まえた400ミリリットル献血の推進方策等が

要因と考えられる。一方、学校献血時における初回献血の経験は、その後の

献血への動機づけとなることから、200ミリリットル献血を含め可能な限り

献血を経験していただくことが重要である。今後は事前セミナーにより、献

血意識の向上を図った上で、学校献血を実施する等、その後の継続的な献血

につながるよう、効果的な働きかけを行うことが重要な取組となるという見

解を示しています。 

 そこでお伺いいたします。現在の本県における若年層の献血推進に対する

取組状況や、学校献血における200ミリリットル献血の再開を含めた今後の

取組についてのお考えをお伺いいたします。 

   〔松浦元哉医療保健部長登壇〕 

○医療保健部長（松浦元哉） 本県の献血促進のための取組について御答弁申

し上げます。 

 若年層の献血者数が減少傾向、先ほど議員から御指摘のとおりでございま

すが、今後、高齢化に伴いまして血液を必要とする高齢者の数も増えてまい
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りますので、使用量の増加が見込まれているということで、特にその若年層

の献血促進を進めていかなあかんという認識は本県も一緒でございまして、

県においては献血者数を確保するために、学生献血ボランティアであります

ヤングミドナサポーターの募集でありますとか、教育委員会等と連携しまし

て県内の高等学校に献血セミナーを実施するなど、若年者層の献血への恐怖

心や不安感等を解消するための献血に対する正しい知識の普及・啓発に努め

ながら、若年層の普及・啓発を推進しているところでございます。 

 そこで、議員から御指摘のあった200ミリリットル献血を学校の献血バス

にも導入してはどうかということでございます。全血献血には200ミリリッ

トル献血と400ミリリットル献血がございまして、多くの医療機関では輸血

による感染症等のリスク低減のために、200ミリリットルの由来の製剤より

は400ミリリットルの由来の製剤を優先して使用したいという希望があるこ

とも事実でございます。そのようなことも踏まえまして、県においては400

ミリリットルを中心に献血を進めてきたという経緯がございます。 

 一方で国におきましては、令和６年度献血推進計画におきまして、医療需

給を勘案した上で、初回献血者や献血に不安がある方に対しては献血者の意

思を可能な限り尊重した上で、その200ミリリットルか400ミリリットルかと

いったような採血の区分を決定するものというふうなことがされております。 

 それから、学生時代に献血を経験することで献血への抵抗感をなくして、

その後、社会人になっても献血を実施していただけるのではないかというこ

とから、200ミリリットル献血はその採血基準に満たない、先ほど議員がパ

ネルで示された採血基準に満たない高校生等の若年者層が献血を経験するこ

とに有用であるというようなことも言われております。 

 現在のところ、三重県の医療機関における200ミリリットル血液製剤の需

要は他県に比べて高くなくて、また、現時点では全体の血液供給量には支障

は出ておりませんけれども、今後、議員も御指摘のあったように、人口減少

や高齢化が進む中で、現状のままでは供給が逼迫する事態も想定されること

から、若年者層の献血を促進し、将来に向けた献血人口を確保していくとい
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うことが必要ですので、200ミリリットル献血を実施いただくことは、若年

層の初回献血でそういった献血実施は一つの好機であると考えております。 

 これまでも三重県赤十字血液センターに200ミリリットル献血バスでの200

ミリリットル献血を進めてきたところでございますけれども、そういったこ

とを踏まえまして、より一層積極的に働きかけを行っていきたいと考えてお

ります。 

   〔福永和伸教育長登壇〕 

○教育長（福永和伸） それでは、高校生の献血について御答弁させていただ

きます。 

 高校生が献血の意義や制度について学ぶことは、生命の大切さを考える

きっかけになりますし、また、社会貢献への意識を醸成する機会にもなりま

すので、大変重要だというふうに考えています。 

 県教育委員会では、まず献血ルームや街頭献血を周知するカレンダーを全

県立高校に配布して情報提供を行っています。 

 また、生徒向けの献血セミナーを実施しています。 

 それから、生徒が自主的に行動する場を設けようという観点から、学校へ

献血バスを導入するということも行っておりまして、これは今年度、県立高

校11校で実施しています。 

 取組の成果も出ていまして、本県の高校生の献血者数は10年前の平成26年

度は389人だったところ、令和５年度、昨年度は1068人に増加しておりまし

て、これは献血率で見ても平成26年度は0.7％なのが令和５年度は1.6％とい

うことで、この令和５年度の全国平均であります2.0％に近づいてきていま

す。 

 先ほど森野議員が200ミリリットル献血について言われていましたけれど

も、この200ミリリットル献血はこれまでも実は教育委員会も三重県赤十字

血液センターに要望してまいりました。先ほど言われましたように、400ミ

リリットル献血と比べて採血の負担が軽減されますし、献血の年齢基準も下

がりますので、高校生が一、二年生の段階から献血に参加できるようになり
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ます。ということで、引き続きしっかりと要望してまいりたいというふうに

思います。 

 あと、各県立高校には取組の好事例がございます。例えば、献血の重要性

と献血バスの日程を併記したチラシの作成ですとか、生徒が主体となった献

血セミナーの実施とか、そういう好事例がありますので、しっかりとこれを

各校に紹介して横展開を図ってまいりたいと思います。 

 今後も県医療保健部と連携しまして、自主的な行動につながりますように

普及・啓発に一層取り組んでまいります。 

   〔29番 森野真治議員登壇〕 

○29番（森野真治） それぞれにこれまでも取り組んでいただいていますけれ

ども、これを機に、また強く日本赤十字社のほうに要望いただいて、何とか

この事態を打開するための切り札になると思いますので、200ミリリットル

献血をぜひ再開できるようにお願いをいたします。 

 先ほどの図でも示しましたとおり、献血率が下がっている若年層が相当た

まってきていて、今から増やしたとしても効いてくるまで大分時間がかかり

ます。一時期、血液がないという時代が生まれてしまうかもしれません。今

から頑張っても。そういうことが少しでも起こりにくいよう、一日も早く改

善をお願いしたいというふうに思いますので、よろしくお願いいたします。 

 次に、内陸型地震の被害想定についてお伺いいたします。 

 本年９月、県では南海トラフ巨大地震の被害想定の見直しに向けた会議を

開き、能登半島地震を踏まえ、対策や課題の検討を進める方針を確認しまし

た。前回、南海トラフ巨大地震の被害想定を公表してから今年で10年が経過

したことから、火災、津波、家屋の倒壊、集落孤立の想定される四つの被害

のそれぞれについて、能登半島地震を踏まえた対策や課題などを具体的に検

討していく方針で、令和６年度、令和７年度の２年間の時間と約２億4000万

円の予算をかけて新たな被害想定を策定する予定となっています。 

 一方、本年６月１日の日本経済新聞では、能登半島地震で起きた内陸型地

震の被害想定について、三重県を含む全国22府県が10年以上にわたり更新し
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ていないことが分かったと報じています。 

 （パネルを示す）こちらの資料を御覧ください。政府の地震調査研究推進

本部の資料によりますと、県内の主要断層帯の長期評価の概要は、この表の

ようになっています。10年前の南海トラフ地震についての被害想定策定時に

は、陸域の活断層を震源とする地震についても背景が黄色になっております

養老－桑名－四日市断層帯、布引山地東縁断層帯（東部）、頓宮断層の三つ

の断層帯を対象とし、地震による震度分布や液状化、危険度分布、人的被害、

物的被害の想定結果を同時に取りまとめられていますが、県内にはほかにも

幾つも活断層があり、三つよりも想定震度が大きいものやランクが高いもの

があります。 

 そこでお伺いいたします。県内の主要活断層帯についての被害想定の見直

しや策定等について、今後どのように取り組んでいかれるのか、お伺いいた

します。 

   〔楠田泰司防災対策部長登壇〕 

○防災対策部長（楠田泰司） それでは、内陸型地震の被害想定について答弁

させていただきます。 

 今、森野議員から御紹介がありましたように、三重県には経済・社会への

影響が大きい内陸型地震の要因となる活断層が九つあります。 

 その中でも、特に大規模な地震を引き起こすおそれがあり、市街地に近い

場所に存在することから甚大な被害をもたらす可能性がある活断層、具体的

には三つですけれども、その三つについて平成25年度に海溝型地震である南

海トラフ地震と併せて被害想定を策定しています。 

 その三つといいますは、先ほど御紹介のありました北勢地域の養老－桑名

－四日市断層帯、中勢地域の布引山地東縁断層帯、そして伊賀地域の頓宮断

層になります。 

 このうち、養老－桑名－四日市断層帯による被害が最も大きく、北勢地域

を中心に建物の全壊・焼失棟数を約12万棟、死者数を約6000名と想定してお

ります。 
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 これらの被害想定は作成から10年が経過しまして、この間、人口減少や高

齢化等の進行により、社会情勢は変化しております。 

 また、住宅耐震化、そして防災教育等の防災・減災対策も進んでいます。 

 一方で、能登半島地震では、災害関連死や、あるいは孤立地域の発生と

いった新たな課題も明らかになっています。 

 県内の活断層による内陸型地震については、現在の知見では今後30年以内

の発生確率は、南海トラフ地震と比べ低いものの、ひとたび発生すれば甚大

な被害をもたらすことから、被害想定につきましても社会情勢の変化や明ら

かになった課題を踏まえて新たに作成し、最善の対策に取り組んでいく必要

があるというふうに考えております。 

 現在、国の内閣府が中部圏・近畿圏直下地震モデル検討会というのを設置

しまして、最新の科学的知見に基づき、内陸型地震の要因となる活断層の調

査・分析や地震が発生した場合の震源域、そして揺れの大きさなどを見直す

ための検討が始まったところです。 

 こうした国の検討状況についてしっかりと情報収集を行いながら、活断層

による内陸型地震についても、新たな被害想定の作成をその時期も含めて検

討をしていきたいというふうに考えております。 

   〔29番 森野真治議員登壇〕 

○29番（森野真治） そうすると、今回は本当に南海トラフだけで、陸地のそ

の三つも含めて見直しは先送りということでございますけれども、能登半島

が国の見直しがあったのをしばらく反映していなかったということで、非常

に低い見積もりのままだったということも言われています。新しい被害想定

が出ましたら遅滞なく行っていただきますように、改めてお願いさせていた

だきます。 

 最後に、安定型産業廃棄物最終処分場の新規設置についてお伺いいたしま

す。 

 安定型産業廃棄物最終処分場は、埋立て可能なものが安定型産業廃棄物と

される５品目に限定される代わりに、底に遮水シートや排水処理施設の設置
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が不要であることから、万一、有害物質が混入した場合、すぐに土壌汚染、

地下水汚染につながるという構造的な問題があります。また、規定により埋

立てをする前に一旦地面で広げて、５品目以外のものが付着・混入していな

いか目視・手作業で確認することになっていますが、目視・手作業であるが

ゆえに完全に行うことは不可能です。さらに、現在安全であると考えられて

いるものが将来問題が発見されて埋立不可になる可能性もあり得ます。 

 現在、伊賀市阿波地区で安定型産業廃棄物最終処分場の新規設置に向けた

計画があり、住民説明会等が行われています。この計画に対し、令和５年８

月９日には、地元地域の住民自治協議会会長及び区長会長から三重県知事に

対し、建設反対に関する要請書及び旧大山田村地域の住民4787名中3048名の

署名が提出されました。さらに、令和５年10月20日には本議会において伊賀

市阿波地区における産業廃棄物最終処分場の開発計画に対する慎重な審査を

求めることについての請願が全会一致で採択されています。伊賀市阿波地区

を流れる服部川は淀川水系の最上流部に当たり、伊賀市内でも旧大山田村か

ら旧上野市、旧島ヶ原村と最東部から最西部にかけて流れる川ですので、そ

の水は飲料水、農業用水として広く利用されています。このことから地元で

は、風評被害や地下水・河川水の汚染による実害など様々な理由で設置に反

対をしています。 

 そこでお伺いいたします。伊賀市阿波地区における安定型産業廃棄物最終

処分場の設置計画について、現状及び今後の対応についてお伺いいたします。 

 また、本県内において、これまでに安定型産業廃棄物最終処分場の不適正

処理事案が幾つも発生しており、その処理に莫大な県費を投じた上、完全に

元に戻ることはありません。本県は安定型産業廃棄物最終処分場の設置リス

クや監視・指導の難しさを経験していると思いますが、新たな事案を絶対に

発生させないため、今後、安定型産業廃棄物最終処分場が新設された場合の

監視・指導についてどのように考えておられるのか、お伺いいたします。 

   〔佐藤弘之環境生活部環境共生局長登壇〕 

○環境生活部環境共生局長（佐藤弘之） ２点、御質問をいただきました。 
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 まず、伊賀市内における安定型産業廃棄物最終処分場の設置計画について

の現状ですけれども、本年５月に事業者から三重県廃棄物の適正な処理の推

進に関する条例に基づきまして事業計画書が提出されております。現在、事

業者は地域の皆さんへの説明を行うなど、合意形成手続を進めているところ

でございます。 

 県としましては、地域の皆さんと十分コミュニケーションを取っていただ

いて、真摯に対応するよう指導しているところでございます。 

 今後、事業者からの条例に基づく手続の進捗、状況に応じまして、関係機

関とも連携をし、慎重に審査をしてまいります。 

 次に、安定型産業廃棄物最終処分場に対する監視・指導についてお答えを

します。 

 過去県内には安定型産業廃棄物最終処分場で許可の面積や容量を超えたり、

許可品目以外の廃棄物の埋立てにより、不適正な埋立てが行われて支障が生

じ、行政代執行により環境修復を行ってきたものがあります。 

 あわせて、これらの事案に関する過去の行政対応については、その弁護士

や有識者による検証も行いまして、その課題を踏まえ職員の人材育成をはじ

め様々な再発防止に取り組んでいるところでございます。 

 今後とも不適正処理事案を二度と発生させないという強い決意を持って臨

んでまいります。 

   〔29番 森野真治議員登壇〕 

○29番（森野真治） 二度と発生させない強い決意を持ってということでござ

います。構造上、本当に難しいことであることはもちろん御承知の上だとい

うふうに思います。本当であれば条例で上書きして、三重県では安定型は一

切許可しないというぐらいのことができればいいんですけれども、法律を超

えることはできないということで、現状では条件が整えば許可せざるを得な

いというお話も、それは理解はさせていただきますが、その後、運営してい

く上で絶対に間違いがないということが非常に重要であります。そのもの自

体は安定型であっても、表面にいろんなもんが付着しているとか、チェック
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というのは本当に限界があるんだろうというふうに思っていまして心配をし

ていますので、どうぞよろしくお願いを申し上げます。 

 今日は、いろいろとふだんから気にしていることとか取り組んでいること、

また地域課題について御質問させていただきました。それぞれ真摯に御答弁

いただいたと思いますけれども、ぜひ前向きに今後も進めていただきまして、

よりよい県政に向けて御尽力いただきますようにお願い申し上げまして、私

の質問を終わらせていただきます。 

 どうもありがとうございました。（拍手） 

 

休          憩 

○副議長（小林正人） 暫時休憩いたします。 

午後２時11分休憩 

                                    

午後２時20分開議 

 

開          議 

○副議長（小林正人） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 

質          問 

○副議長（小林正人） 県政に対する質問を継続いたします。23番 石田成生

議員。 

   〔23番 石田成生議員登壇・拍手〕 

○23番（石田成生） 会派、自由民主党の石田成生でございます。１時間、よ

ろしくお願いします。 

 それでは、通告に従ってお尋ねをしてまいります。 

 まず、カーボンニュートラル（二酸化炭素削減）の進捗についてお尋ねを

いたします。私は過去に３度、このテーマについて質問をしております。令

和３年の３月、12月、そして令和４年の12月の３度にわたって質問しており
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ますが、当時を振り返りながらお尋ねしてまいります。 

 三重県は、2050年までに温室効果ガスの排出実質ゼロを目指すと宣言して

います。また、令和３年10月には、2030年度の削減目標を2013年度比46％減

と国が目標を上げてきたので、三重県も47％削減に目標を上げています。

2050年とはいえ決して遠い未来ではなく、今を生きる私たちは責任を持たな

ければなりません。 

 当時の部長の答弁では、単年度の進捗管理という視点から、県庁各部局長

からなる三重県脱炭素社会推進本部におきまして、まず庁内の組織間で幅広

く情報を共有し、関係部署と連携・調整を図ることで、毎年進捗管理を行い

ながら、全庁的に計画を推進することとしております。また、併せて三重県

地球温暖化対策総合計画を着実に進めていくため、三重県地球温暖化対策総

合計画推進委員会を設置いたしまして、県民、事業者、有識者等により毎年

度の温室効果ガス排出状況や計画の進捗状況について評価いただくこととし

ております。特に来年度、当時から見ての来年度に関しましては重点的に取

り組む必要がございます。対策の追加・拡充、または見直しについて、この

委員会の評価なども踏まえながら、総合計画の改定に生かしていくこととし

ております。こうした毎年度の評価を生かし、それらを着実に実行すること

で、脱炭素社会の実現に向けた動きを加速してまいりますとお答えをいただ

いております。 

 三重県脱炭素社会推進本部や三重県地球温暖化対策総合計画推進委員会で

の議論を御紹介いただきながら、前回の質問から３年が経過しておりますの

で、改めてこの削減目標を達成するためのライン上に乗っているのか、目標

達成に向けての現在の進捗状況について県の認識をお答えください。 

   〔佐藤弘之環境生活部環境共生局長登壇〕 

○環境生活部環境共生局長（佐藤弘之） それでは、計画の目標達成に向けて

の現在の進捗状況についてお答えをします。 

 本県における温室効果ガス排出量の最新データは2021年度で、基準年度で

あります2013年度と比べまして12.9％減少をしております。この数値は、
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2030年度に47％削減するという計画の目標達成のラインに、やや届いていな

い状況になっております。 

 一方、2013年度以降の削減率の推移を見てみますと、国内外の経済動向な

どにより増減はあるものの、おおむね減少傾向にはあります。 

 議員からも御紹介いただきましたが、県民、事業者、有識者等で構成しま

す三重県地球温暖化対策総合計画推進委員会におきましては、委員の皆様か

ら、再生可能エネルギーの導入促進等については継続して進めていく必要が

ある、また県民の皆さんが地球温暖化対策に取り組んでいただけるように、

より一層情報発信等を行っていく必要があると、こういった御意見をいただ

いておるところでございます。 

 今後も毎年度の温室効果ガス排出量や中長期的なトレンドを把握し、取組

状況と併せまして評価をいただきながら、目標の達成に向けて着実に取組を

進めてまいります。 

   〔23番 石田成生議員登壇〕 

○23番（石田成生） ありがとうございます。2021年度の数字が最新で、おお

むね減ってきているという評価はできるけれども、そのラインにはちょっと

届いていないというお答えだったと思います。 

 2013年度から2030年度、2050年度まで、目標を線で引くと直線になるわけ

ですけれども、必ずその線上に乗るというのは、これ難しいですけれども、

できる限りこの線より下でどうやって行くかというのが目指さなきゃいけな

いところですけれども、2021年度はちょっと上に行っていた。しっかりやっ

ていかんと、この線より上が続くと、これ厳しくなっていきますので、しっ

かりとした対策を取って、毎年毎年進捗状況を確認しながら目標数値を立て

て行っていっていただきたいと思います。 

 続いてお尋ねをしてまいりますが、2021年度の二酸化炭素の排出量は全国

で10億6400万トン、三重県では2283万2000トンであります。三重県は排出量

としてはちょうど平均ぐらいをいっています。そして、部門別排出量の産業

部門を見ると、全国の35.1％に対して、三重県はものづくり県であるという
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ことを象徴しているんだと思いますが、57.1％と非常に高い割合を示してい

ます。 

 ゆえに、産業部門の皆様の御協力は欠かせないと思いますけれども、一方

で家庭部門は9.6％という数値が出ています。この家庭部門における二酸化

炭素排出量については、まだ一定の削減余地があるのではないかと思います。

県民の皆様に協力などお願いしながらということになると思いますけれども、

県として排出量の削減をどのように取り組んでいこうとしているのかをお答

えください。 

   〔佐藤弘之環境生活部環境共生局長登壇〕 

○環境生活部環境共生局長（佐藤弘之） それでは、家庭部門におけます排出

量削減の取組についてお答えをします。 

 家庭部門における温室効果ガス排出量は、2021年度で2013年度と比べまし

て25.4％減少しております。2030年度において家庭部門では67％削減すると

いう目標を持っておりますので、それに向けて順調に推移をしております。 

 家庭から排出される温室効果ガスの削減取組といたしましては、これまで

市町と連携した自家消費型太陽光発電設備や電気自動車等の購入の補助、省

エネ家電購入応援キャンペーンなどを実施してきたところであり、引き続き

目標達成に向けた取組が必要となっています。 

 さて、国では、取組の中心を従来の普及啓発型から消費者の行動変容を図

る社会実装型へとシフトしておりまして、我慢による脱炭素ではなく、生活

がより豊かに、より自分らしく快適・健康で、さらに温室効果ガス削減目標

も同時に達成することを目指す脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る

国民運動。この運動のことをデコ活という愛称で呼んでおりますけれども、

それを進めております。 

 県におきましても、このデコ活の県内での展開とさらなるその定着を図る

ため、みえデコ活として取組を進めているところでございます。 

 今年度は国の補助金も活用しまして、県内の工務店、家電や自動車の販売

店、金融機関等と連携をしながら、県民の皆さんが実際に体験、相談できる
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機会と併せまして、ウェブ上でも疑似体験ができる、そういう機会を提供す

ることにより、省エネ住宅・省エネ家電・次世代自動車など脱炭素につなが

る製品・サービスの社会実装につなげるための取組を進めているところでご

ざいます。 

 今後も国と歩調を合わせた取組を推進することで、家庭部門におけます温

室効果ガス削減目標に向けて取り組んでまいります。 

   〔23番 石田成生議員登壇〕 

○23番（石田成生） ありがとうございます。 

 家庭部門においては2030年度には2013年度比67％減を目指す。かなり大き

いし、かなり大きな期待を県民の皆さん方の家庭に求めていくことになりま

すので、しっかりやっていかんといかんのですけれども、今、デコ活という

御紹介がありました。今回、質問を考えていく中で、デコ活という言葉を私

も耳にしてきましたが、まだまだちょっとデコ活という単語自体がそれほど

浸透しているわけではなかったんですね。何かデコピン活躍みたいなイメー

ジで、本来のデコ活がそれほど分かっていなくて、違う犬の名前のほうが有

名になっちゃったりして。この先ほどの局長の答弁でも、我慢による脱炭素

ではなくというところは、非常に私はポイントだと思います。我慢していた

らもたないので、我慢せずにどうかなんですけれども、どうやって削減して

いただくかなんですけれども、環境省のデコ活の資料に、国民の皆様の行動

変容、ライフスタイル転換。みえデコ活は、三重県もやっぱり同じような趣

旨、目的で進めるんだと思うんですけれども、この行動変容とかライフスタ

イル転換は、これ、どうやってやっていくんかなと非常に難しいところだと

思います。国民や県民の一人ひとりの価値観に関わるところなので、今の価

値観の延長線上ではなかなか難しいんじゃないかなと思うので、いろんな角

度からデコ活を達成できるように進めていくのに、恐らく部局をまたいであ

らゆるオール三重で取組が必要なんだなと思って聞かせていただきましたの

で、ぜひそういう感覚でよろしくお願いしたいと思います。 

 続けて、お尋ねをしてまいります。 
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 御答弁の中にもありましたが、二酸化炭素排出量の削減に当たっては、太

陽光発電など再生可能エネルギーの活用は欠かせないものとなっています。

一方、近年、私たちの住む地域でも多くの太陽光発電パネルが設置されるな

どしており、中には山を切り開いて大規模な太陽光発電パネルが設置される

ものもあります。こうした開発が進んでいく中、太陽光発電パネル設置によ

る二酸化炭素削減効果と森林等を伐採することによる二酸化炭素吸収効果の

減少の差引きがどのようになっているのか気になって少し調べてみました。

単純な比較は難しいのですけれども、様々な資料から推計すると１ヘクター

ルの、単位面積当たりで比較せんといけませんので、１ヘクタールの森林は

二酸化炭素を年間約13トン吸収するとなっていまして、同様のこの１ヘク

タールの土地に太陽光発電設備を設置すると、年640トンの二酸化炭素の排

出量が削減されると言われています。森林のままだったら13トン吸収、１ヘ

クタールでですね。それを太陽光発電パネルで発電すると、これはどうやっ

て比較かというと、化石燃料を燃やして発電した場合とという比較なんだと

思いますが、13トン対640トンと太陽光発電パネルを設置したほうがこれだ

けの二酸化炭素削減効果が出るという意味でございます。効果的とはいえ、

森林の大規模な開発では大事な吸収源がなくなることに加えて、自然環境や

生態系、景観が損なわれるなどの課題があり、設置する適地は減ってきてい

ると感じています。 

 そこでお伺いをいたします。こうした現状を踏まえ、地球温暖化対策を推

進する観点から、太陽光発電設備の設置についてどのように進めていくのか

をお答えください。 

○環境生活部環境共生局長（佐藤弘之） 地球温暖化対策を推進する観点から

の太陽光発電設備の設置についてお答えします。 

 環境への負荷の少ない安全で安心なエネルギーの確保のため、三重県の地

域特性を生かしまして、地域の暮らしや景観に配慮し、共生が図られること

を前提として、太陽光発電等の再生エネルギーの導入を進めているところで

ございます。 
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 ただ一方、議員からも御指摘がありました大規模な太陽光発電設備等の設

置につきましては、自然環境や騒音、景観等の生活環境への影響、また土砂

災害等の発生の懸念などによりまして、新たな設置のための適地が少なく

なっているのも事実でございます。 

 このため、三重県地球温暖化対策総合計画におきましては、新たな開発を

伴わずに設置を進められる、例えば工場・事業所、また住宅の屋根などを活

用しました自家消費型太陽光発電設備の導入を進めております。 

 なお、現在実施しております太陽光発電設備等への補助事業におきまして

も、屋根などへの設置を条件としておるところでございます。 

 引き続き、地域との共生が図られることを前提に、太陽光発電の導入を促

進してまいりたいと思います。 

   〔23番 石田成生議員登壇〕 

○23番（石田成生） ありがとうございます。 

 やっぱり幾ら削減効果が比べて高いとはいえ、山を切って自然を壊してと

いうのを見ているのは非常に忍びなくて、動物もそれによって出てきてんの

かなと思ったら、どうもちょっと理由はそのものではないようですけれども、

生態系等々にとってもあんまりよくないのかなと思って見ておりました。屋

根にとか工場にとかということで補助金をつけて政策誘導していくのは非常

にいいことだと思いますので、引き続きよろしくお願いします。 

 ほかに森林の開発に当たっては、0.5ヘクタールを超えた場合、下流の状

況によっては調整池の設置が義務づけられております。裏を返せば、0.5ヘ

クタール以下の場合、保水力が低下している太陽光発電所からの雨水が河川

に一気に流れ込んで、河川の能力を超える心配はないのかなといった課題も

あると思っています。 

 また、太陽光に加えて、三重県は風の状況が非常によい土地も多いので、

陸上風力発電については全国７位の導入量と聞いています。太陽光と同じく

風力発電施設について自然環境等の調和が必要になると考えています。 

 日々、私たちは産業部門や家庭部門などで二酸化炭素を排出しております。
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家庭部門は生活そのものでありますけれども、産業部門も生活のための産業

でありますので、今を生きる私たちの生活のために二酸化炭素は出され続け

ています。今、私たちが生きるために出され続けているわけです。この排出

量を削減する理由は、地球環境の許容を超えているからで、プラネタリーバ

ウンダリーと呼んだりするようですけれども、地球環境の許容を超える二酸

化炭素を排出し続けると、この地球上で私たちの子孫が生きていくことがで

きないから削減をしていこうということです。今を生きる私たちの存続、こ

の今を生きる私たちの個体の存続と、未来の命、種の存続を両立させるため

に削減をし続けなければならないと思います。 

 なぜたびたび私が一般質問で取り上げているかというと、それだけ大きな

ことであり、それだけ大切なことであると思うからです。引き続き、真剣な

取組をよろしくお願いをいたします。 

 種の存続と申し上げましたが、種の存続には恋愛力議論を避けて通れない

んですけれども、本日は通告しておりませんので次の一般質問でまた議論を

深めたいと思いますのでよろしくお願いしたいと思います。 

 次に、食料安定供給に向けた県民への働きかけについてお尋ねをいたしま

す。 

 食料は私たちが生きていく上で欠かせないものでありますが、世界的な人

口増加、現在の世界の人口は約82億人ですが、人口増加等による食料需要の

増大、気候変動による生産量の減少など、食料をめぐる情勢は大きく変化し

ており、その安定供給が大きな課題となっています。 

 食料の安定供給において最も大切なものは、食料をつくり出す人、第１次

産業の担い手であります。担い手が農地を耕し、海で漁を行う、家畜を育て

ることで私たちは食事ができています。担い手が持続的に農業や漁業、畜産

業を行っていくためには、労力に見合った所得を得る必要があります。その

ためには、農産物や水産物が適切な価格で販売される必要があります。食品

流通の価格決定においては大手スーパーなどの立場が強く、第１次産業者な

どの立場は弱いということをよく耳にします。様々な物価が高騰する中、第
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１次産業者に負担がかかるような状態では、食料の安定供給がどこかで崩れ

てしまいます。 

 このような中、国では令和５年８月から適正な価格形成に関する協議会を

開催しています。生産、卸売、小売、消費者などの関係団体や学識経験者に

より、原材料価格の高騰など事業環境が急激に変化する中、合理的な価格形

成を通じて持続的な食料供給の仕組みをつくるための協議が進められていま

す。国では協議内容を参考にしつつ、令和７年中の法制化を目指していると

のことです。私はこの取組に大変注目をしています。コストを考慮した適切

な価格形成の仕組みができれば、第１次産業者の所得確保が図られ担い手不

足の解決にもつながると考えます。引き続き、国においてしっかりと進めて

いただきたいと思います。 

 こうした国の取組と並行して県が取り組むべきことは、生産振興や担い手

確保はもちろんですが、その中でも今回、私は特に取り上げたいのは消費者

である県民への働きかけであります。県民が私たちの命を支える一番身近な

食料として県産食材を買って食べて、第１次産業を応援していただけるよう

働きかけることが重要だと考えています。そのためには、県民が買いたいと

思ったときに、県産食材を手に入れやすいよう取扱店舗を増やすとともに、

地域の食材や農林水産業への理解醸成に取り組む必要があります。 

 県では、地産地消運動を進めています。地域で生産された農林水産物等を

地域で消費することを促す取組であり、今後も県民が県産食材にアクセスで

きるようにするためには、この取組を継続することが極めて重要だと考えて

います。 

 そこで農林水産部長にお聞きしますが、県民の県産食材の消費拡大や農林

水産業への理解醸成に向けた地産地消運動にどのように取り組むのかをお答

えください。 

   〔中野敦子農林水産部長登壇〕 

○農林水産部長（中野敦子） 地産地消運動の取組状況について御答弁を申し

上げます。 
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 県では、県民の皆さんが地元の食材に親しみ、農林水産業への理解を深め

ていただくことを目的に、地産地消運動を推進しておりまして、県産品を取

り扱う店舗の拡大など、県産食材の消費拡大に向けた取組を行っております。 

 この店舗の拡大ということにつきましては、県内の量販店ですとか飲食店

などに対しまして、みえ地物一番の日キャンペーンへの参加に向けた働きか

けを行っております。 

 具体的には、新たな店舗の開設に当たりまして、県内の量販店と地元のＪＡ、

生産者などのマッチングを行うことによりまして、地場産品のコーナーが設

けられるなど、県産品の取扱いの増加に取り組んでまいりました。 

 その結果、このキャンペーンに参加される店舗は年々増加しておりまして、

令和５年度末時点で約1500店舗となっております。 

 また、この県産食材の消費拡大を通じまして、地産地消への理解を促進し

ていくために、例えば学校給食ですとか県内企業の社員食堂における県産食

材の活用や県産米アンバサダーによる県産米の提供ですとかＰＲ、また伊勢

茶を使った料理、スイーツが味わえるキャンペーンなど、様々な主体と連携

した取組を進めております。 

 加えまして、ＳＮＳなどを活用し、生産者の顔や生産に至るストーリーを

紹介するなど、地元の食材に触れ親しみ食するということが地域農業の継続、

また将来にわたる食の供給につながるということを広く発信しております。 

 今後も多様な関係者と連携しながら、地産地消をより一層推進し、県民の

皆さんの県産食材の消費、それから農林水産業への理解醸成につなげてまい

ります。 

   〔23番 石田成生議員登壇〕 

○23番（石田成生） ありがとうございました。お答えをいただきました。県

産品を県民の目に、いかに目につきやすいかという取組を県内事業者ととも

に取り組んでいただいているというお答えをいただきました。 

 先ほど紹介しました国の合理的な価格形成の法制化、来年中なのでまだま

だ見えてこないと思いますけれども、またその趣旨にも県もぜひ呼応してい
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ただきまして、第１次産業従事者がきちっと所得を確保できて、それに消費

者である県民が理解して、持続可能な状態をつくっていただくことをお願い

したいと思います。 

 県産食材や農林水産業に対する県民の理解を醸成するため、メッセージを

工夫して発信をしていただいておるということなので、ぜひしっかりと取り

組んでほしいと思います。 

 様々な物価が高騰する中、第１次産業への影響を緩和する支援がこれまで

行われてきましたけれども、国からの交付金などを当てにする、いわゆる税

金を当てにするのはこれはもう限界がありますので、第１次産業を持続可能

にするには価格転嫁は避けて通れないものだと私は思っています。 

 県民が様々な物価高に直面していることは十分承知しておりますが、この

まま放置すれば、いずれ第１次産業の担い手がいなくなるんじゃないかなと

心配をしております。理解を得るのはかなり困難なことだと思いますが、東

京一極集中の是正や地方創生、少子化問題解決も改善に向かうはずですので、

国が議論されている適正な価格形成に関する情報を注視していただいて、価

格転嫁に対する県民の方への理解醸成に向けて取り組んでほしいと思います。 

 この理解醸成とは何かなって考えたときに、作ってくれてありがとう、食

べてくれてありがとうと互いに感謝することだと思いますので、引き続き取

組をよろしくお願いします。 

 続いて、国道477号バイパス東側延伸についてお尋ねをいたします。 

 まずは、新聞記事からの引用ですが、「四日市港、臨港道路に複数案。第

２回検討会」という見出しで、11月の初めの頃の記事です。「中部地方整備

局四日市港湾事務所と四日市港管理組合は６日、三重県四日市市内の会場と

オンラインで第２回『四日市港臨港道路幹線に関する検討会』を開いた。臨

港道路霞４号線の南側延伸ルートについて、複数の案を示し意見交換した。

臨港道路の南側延伸は、霞ヶ浦地区－石原・塩浜地区のアクセス向上が目的。

周辺の渋滞に左右されず貨物輸送の定時性・即時性の確保を図る狙いがある。

今年２月に検討会を設立し、臨海部に立地する化学、エネルギー関連の企業
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と行政が参加して議論している。事務局が示したのは、海上ルート、霞４号

幹線を起点に水際線に沿って各地区を結ぶルート、同起点に各地区の内陸側

を通るルート、同起点に四日市地区で現道を利用するルートの４案。検討会

では、各ルートの課題やメリットについて話し合った。今後、地元自治会や

検討会以外の企業とも意見交換し、より実現性の高いルートを探るという。

四日市港管理組合は今年３月、おおむね30年先を見据えた長期構想を策定し、

施策の一つに臨港交通体系の充実、強化を掲げている。南北軸のアクセス道

路は港湾計画で将来構想の道路となっているが、次期港湾計画改定で、新た

な臨港道路計画を位置付ける考えだ。同組合では、まずは2025年中の港湾計

画改定を目指し作業を進めている」と報道されています。 

 四日市市内や北勢地域とその周辺の地域との道路交通をスムーズに流すた

めに、遠い将来だと思っていた計画が進みつつあるのだなと感じます。この

臨港道路霞４号線の南側延伸ルートの機能を十分に生かすためにも、国道

477号バイパスの東側延伸は欠かすことができません。 

 そして、今年度中にも北勢バイパスが国道477号バイパスまで一部供用さ

れることもあり、この北勢バイパスと国道１号、国道23号を連絡する国道

477号バイパスの東側延伸の早期着手が望まれます。今後、国道477号バイパ

スの東側延伸計画がどのように進められていくのか、詳しくお答えをくださ

い。 

   〔若尾将徳県土整備部長登壇〕 

○県土整備部長（若尾将徳） それでは、国道477号バイパス東側延伸につい

てお答えいたします。 

 まず、国道477号を含む北勢地域の道路ネットワークについてであります

が、議員から御指摘のとおり、今年度中に国道１号北勢バイパスの市道日永

八郷線から国道477号バイパスまでが開通いたします。あわせて、北部のほ

うでございますけれども、東海環状自動車道のいなべインターチェンジから

大安インターチェンジの開通も予定されております。今後についてでありま

すが、東海環状自動車道では令和８年度の全線開通に向けての工事が進めら



－1594－ 

れているところでありますし、北勢バイパスにおいては国道477号バイパス

から南側、延伸のほうですね、こちらの用地取得に向けて都市計画変更の手

続を実施しているところであります。 

 また、計画中の事業としては、これも議員から御指摘がありましたが、四

日市港臨港道路幹線に関する検討会におきまして、臨港道路の南側延伸計画

の案が４案提示されておりますが、渋滞が激しい北勢地域において南北の道

路ネットワークの充実向けての取組が進められているところであります。 

 御質問の国道477号バイパスについてでありますが、これについては四日

市港と四日市中心市街地と四日市インターチェンジ及び菰野インターチェン

ジを東西に連絡する約20キロメートルの四日市インターアクセス道路の一部

となっております。現在、菰野インターチェンジから久保田橋北詰の区間ま

でが供用しておりまして、四日市中心市街地までは至っておりません。東西

方向の交通機能には依然として課題が残っております。 

 四日市インターアクセス道路の東側延伸につきましては、現在事業中の道

路整備や四日市バスタ等の駅周辺整備による交通状況の変化を踏まえた上で、

臨港道路の南側延伸計画を含めた四日市の将来道路網のあるべき姿について

検討しているところであります。 

 四日市インターアクセス道路の東側延伸は、中心市街地での道路事業とな

りますし、国道１号、国道23号、臨港道路といった幹線道路との接続、そし

て近鉄、ＪＲなどの交差も予想されます。そのため、周辺住民の方々の生活

環境に大きく影響が出てくること、また巨額な事業費が必要になることから、

県民の皆様や関係機関の御理解・御協力が不可欠であるというふうに考えて

おります。 

 よって、様々な方の御意見を伺いながら慎重かつ丁寧に進める必要があり

ますが、この地域の渋滞による社会損失というのは非常に大きいものがあり

ますので、地元からの強い要望もありますし、そういったことも踏まえなが

ら、できる限り早期に検討していきたいというふうに考えております。 

   〔23番 石田成生議員登壇〕 
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○23番（石田成生） 事情は当然よく分かっていただいて御答弁をいただいた

と思いますが、できるだけ早期にということですけれども、できるだけ早

期っていつなのというのは、これは皆さん気になるところです。 

 恐らくいつということは申し上げられませんということなんでしょうが、

四日市建設事務所がその調査の業務委託をされている件がございますね。来

年10月までの期間で。これ、来年10月を迎えると、この調査検討の結果が報

告をされると、ある程度何かが見えてくるのでしょうか。それを少し教えて

いただけませんか。 

○県土整備部長（若尾将徳） 議員から御指摘のとおり、今、四日市建設事務

所で検討業務というのは進めているところであります。それについては、地

域の課題とか沿線の課題、そういったものを検討したり、あと費用対効果と

かそういうところも検討しているところであります。 

 先ほど答弁したとおり、この道路って非常に市街地を通りますし、国道１

号、国道23号交差とか非常に整備するに当たっては大きな課題がたくさんあ

るところでございますので、そういった課題がちょっとこの１年の検討でど

こまで解決できるかというのがありますので、この今回の調査を踏まえて、

次、どうしていくかというのはまた考えていきたいというふうに思っており

ます。 

   〔23番 石田成生議員登壇〕 

○23番（石田成生） その業務委託の答えが来るのがちょうど１年後ぐらいな

ので、それを踏まえてまた、どんな答えが返ってくるか分からないというこ

とですので、一定ちょっと楽しみにしながらそのときを待ちたいと思います。 

 四日市市内の国道１号、国道23号の大幹線をはじめ、県道や市道までの各

地で渋滞が起きているわけです。 

 国土交通省の2021年度の全国道路・街路交通情勢調査によると、道路の混

雑度というのは想定する交通量を１とした場合、１より多ければ混雑という

ことなんですが、四日市市内の国道１号で最大2.07、国道23号で1.16と出て

います。 
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 渋滞緩和に期待されるのが北勢バイパスの早期全線開通です。先ほども申

し上げましたが、本年度中に四日市市の曽井町の国道477号バイパスまでつ

ながります。そうしたときの人の流れや四日市港千歳地区からの物流がどう

なるのかを想定して、各機関との協議の上なのでしょうが、市民・県民の期

待度が非常に高い国道477号バイパスの、それほど多くの選択肢があるわけ

ではない東側延伸ルートを早期に決定して、計画を進めていただきたいと思

います。 

 道路整備には時間もお金もかかりますが、着々と進めていただくようにお

願いを申し上げます。 

 それでは、最後の大きな項目の不登校児童生徒の増加をどう見る？、とい

う質問をさせていただきます。 

 まず一つ目として、共通する不登校の要因をふまえて。先日、本県の令和

５年度児童生徒の暴力行為、いじめ、不登校等の調査結果、（資料を示す）

こういう資料ですけれども、これをいただきました。この中から今回は特に

不登校対策についてお尋ねをいたします。 

 不登校とは「何らかの心理的、情緒的、身体的、あるいは社会的要因・背

景により児童生徒が登校しないあるいは登校したくともできない状況にある

者（ただし、『病気』や『経済的理由』による者を除く）」と定義づけられ

ています。 

 令和５年度における本県の不登校児童生徒数は、公立の小・中学校におい

て4568人に上り、令和４年度との比較では723人の増加、割合にして18.8％

の増、不登校が現在の定義となった平成10年度以降で最多となっています。

また、高校においても同様に増加傾向で、調査が開始された平成16年度以降、

最多となっているとのことです。 

 不登校の要因は、複雑化・多様化しており様々ではありますが、一つの要

因として平成28年に成立した、義務教育の段階における普通教育に相当する

機会の確保等に関する法律に基づく指針にあるように、不登校というだけで

問題行動であると受け取らないように配慮すること、支援に際しては登校と
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いう結果を目標にするのではなく、児童生徒が自らの進路を主体的に捉えて

社会的自立することを目指すことなどといった考え方が社会に浸透してきた

結果であるとも聞いています。 

 私は、いわゆる教育機会確保法の理念を否定するものではありませんが、

一方では不登校の児童生徒がこのまま増加していくことが望ましいことであ

るとはとても思えません。学校が学びの場として完全なものではないにして

も、多くの児童生徒にとっては、学校が様々な経験を通じた社会的自立を目

指すための学びを得られる場として、極めて有意義なものであることは疑い

のないものと考えています。 

 さて、不登校の児童生徒は何らかの原因があって学校に行けなくなってい

るわけですが、調査の中で要因として把握されたものは、小学校、中学校、

全日制高校、定時制高校ともに、「生活リズムの不調に関する相談があっ

た」、「学校生活に対してやる気が出ない等の相談があった」、「不安・抑

うつの相談があった」、この三つが14ある要因のうち共通して上位を占めて

おります。共通する要因があるからには、このことを踏まえて対策がなされ

るべきであると考えますが、本調査結果をどのように分析して対策を考えて

おられるのかを教えてください。 

   〔福永和伸教育長登壇〕 

○教育長（福永和伸） それでは、不登校の原因についてどう分析して対策を

講じているかについて答弁させていただきます。 

 不登校の原因については、今年度公表された児童生徒の暴力行為、いじめ、

不登校等の調査から調査項目や回答方式が変更されました。これまでは教員

の主観による択一式の回答でしたが、今回からは教員が不登校児童生徒につ

いて把握した事実に基づいて複数回答で答える方式になっています。 

 今回の不登校の原因として多かったのは、「生活リズムの不調に関する相

談があった」、「学校生活に対してやる気が出ない等の相談があった」、

「不安・抑うつの相談があった」の三つなんですけれども、その相談内容と

いうのは概して複数の要因が絡み合った複雑なもので、不登校児童生徒の状
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況も一人ひとり異なっているというのが実情でございます。 

 ですので、不登校児童生徒の支援は、こうした個々の状況に寄り添う形で

進めておく必要があるというふうに我々は考えています。 

 個々の状況に寄り添った支援を進めるためには、専門人材を活用したチー

ム支援が重要ですので、県教育委員会ではスクールカウンセラー、スクール

ソーシャルワーカー、教育相談員の配置時間の拡充を図っています。 

 現在、スクールカウンセラーは県内の全150中学校区、県立高等学校全56

校、県立特別支援学校全18校に配置しています。スクールソーシャルワー

カーは、各市町に年間の支援時間を配当しておりまして、拠点となる中学校

区を中心に支援を行っています。そして、県立高等学校には24校、県立特別

支援学校には３校に配置しています。 

 各学校では、心に関する相談に対しては、まず担任や養護教諭が不安や悩

みを聴き取りまして、学校全体で情報共有をします。そして、必要に応じて

担任等による家庭訪問やスクールカウンセラーの活用を図るという対応を

取っています。 

 それから、生活リズムの不調というのがありますけれども、これに対して

は生活習慣チェックシートを活用するなど、家庭と連携して良好な生活習慣

の定着を目指した取組を進めています。 

 今後とも誰一人取り残さない学びの保障に向けまして、一人ひとりの状況

に応じた支援を適切に進めてまいりたいと考えています。 

   〔23番 石田成生議員登壇〕 

○23番（石田成生） ありがとうございます。 

 共通した項目の、何というんですかね、原因であるというよりも、これは

相談があったという表現なので、何かそのものずばりが原因と捉えにくいと

ころがあって、今おっしゃられるのは、確かに上位三つが共通しているけれ

ども、さらにその先、それをヒントとしながらカウンセリングとかソーシャ

ルワーカーの方らがさらに解き明かしていくみたいな、そんなイメージのお

答えに聞こえました。そのようなことですよね。それで、対策をまた取って
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考えていくと。 

 確かにかなり複雑な心理状態で不登校になっているんだと思いますので、

ぜひ調査結果も踏まえながら効果的な対策を考えていっていただきたいと思

います。 

 続いて、お尋ねをしてまいります。 

 この調査結果の冊子６ページには、不登校への今後の対応方針として７点

記載がされております。その七つというのは、魅力ある学校づくり、二つ目

に校内教育センターの設置促進、三つ目にスクールカウンセラーやスクール

ソーシャルワーカーの活用、四つ目に県立みえ四葉ヶ咲中学校の設置、五つ

目にフリースクール利用に補助、六つ目に保護者相談会の実施、七つ目にレ

ジリエンス教育の推進とあります。 

 七つございますが、私が重要と考える２点の対策についてお尋ねをいたし

ます。 

 まず１点目、子どもたちに学校に戻ってきてもらうためには魅力ある学校

づくり、これが重要であるということは言うまでもありません。もしこれが

できるのであれば、ほかには何もしなくてもよいのではないかと思っている

ぐらいですけれども、それだけ重要だと思っています。「児童生徒が互いの

個性を尊重し合える関係を築き、日常の学習活動や学校行事で学び合ったり

協力したりできる」ことが魅力ある学校とされていますが、不登校の児童生

徒にとってこれができていないから不登校になってしまったのならば、不登

校の子どもたちが戻ってきたいと思える魅力ある学校はどうやってつくって

いくのか、魅力ある学校の定義は書いてありますけれども、どうやってその

学校を魅力ある学校にしていくのかというのを教えてください。 

 もう一つ、レジリエンス教育の推進についてですけれども、レジリエンス

教育とは逆境に負けない力や困難に立ち向かう精神的回復力を育てることを

目指しています。経験や知識を積み重ねることで、誰もが持つべき回復する

力です。楽観性を持つ人や過去の挫折から立ち直った経験を持つ人が心が折

れにくいという研究結果もあります。不登校対策として極めて重要と考えま
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すが、具体的にはどのように推進していくのかを教えてください。 

   〔福永和伸教育長登壇〕 

○教育長（福永和伸） それでは、魅力ある学校づくり、そしてレジリエンス

教育について答弁させていただきます。 

 学校は、多くの人たちとの関わり合いの中で様々な体験や経験を積み重ね

て、実社会で役立つ生きる力を養う場でありまして、特に義務教育段階の学

校は自律的に生きる基礎を養う場としての役割が大きいと考えています。 

 ですので、先ほど議員もおっしゃられましたように、不登校によって子ど

もたちが学校という学びにアクセスできなくなることは、大きな課題である

と私どもも捉えています。そして、県教育委員会では、全ての子どもたちが

安心して過ごすことができる魅力ある学校づくりを進めるため、様々な取組

をこれは総合的に行っています。 

 その代表的な取組を申し上げます。本年度から進めています子どもたちの

自己肯定感を涵養する授業づくり支援事業というのがあります。これはモデ

ル校８校。これは小学校３校、中学校３校、県立学校２校なんですけれども、

この８校を指定しまして、子どもたちが学ぶ楽しさ・わかる喜びを得られる

授業に向けた改善ですとか、子どもたちがありのままの自分を認めてもらえ

ると感じる学校づくりについて、これは教員を対象に研修を行う取組でござ

いまして、こうしたことを通じて子どもたちの自己肯定感の涵養につなげて

いこうとしているものです。 

 今後、この取組を広域に展開するという方針を持っておりまして、こうし

た取組も通じて子どもたちの自己肯定感の涵養に向けた取組をさらに加速化

していきたいと考えています。これは代表的なものとして申し上げました。 

 それから、レジリエンス教育ですけれども、令和３年度から逆境に負けな

い力や精神的回復力を育てるためのレジリエンス教育を実践しています。 

 これは物事の見方を変えること、ネガティブな感情から脱出する方法を考

えること、自分の周りのサポートについて考えること、褒められたり褒めた

りする体験などを行うこと等を通じまして、逆境やストレスを乗り越えるレ
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ジリエンス、これは心の回復力ですけれども、これを高めてこれも自己肯定

感の向上につなげていこうという教育活動です。 

 これまで37校が実践しておりまして、自己肯定感が低かった子どもたちが

この取組後に高まるといった効果が見られています。 

 現在、レジリエンス教育に継続的に取り組んでいくことができるように、

より発展的な内容の教材開発を進めているところでありまして、今後、発達

段階に応じて取り組むことができるよう充実させていく方針です。 

 今後も、学校が全ての児童生徒にとって安心して学ぶことができ、自己肯

定感を育むことができる場所となるよう、一層取組を推進してまいります。 

   〔23番 石田成生議員登壇〕 

○23番（石田成生） ありがとうございます。 

 自己肯定感というお言葉を出していただきながら、魅力ある学校づくりや

レジリエンス、挫折してももう１回立ち直ってくる精神や心をつくるという

ことですけれども、そうやってやっているというのはそれでいいんですが、

それを誰がしていくかと言うと教員がしていくので、教員にそもそもその力

があるかどうかというのが一番これポイントになってくるかと思うので、そ

ういう経験のない教員とそういう経験を持っている教員ってちょっと仕分け

ができるかどうか、しにくいかもわかりませんけれども、やっぱり子どもに

向けてそういう教育をしようと思ったら、それが分かっている教員でないと

できないのかなと思いますので、注文を一つ、そこをつけておきたいと思い

ます。 

 質問を続けます。最後に、“バーチャル”ではなくて“リアル”なつなが

りをというテーマでお尋ねしたいと思いますけれども、先ほど紹介しました

七つの対応の中にも、不登校の児童生徒の居場所、学びの場をつくろうとす

る施策もありますけれども、私は子どもたちの居場所、学びの場はリアルな

場であるべきと思っています。 

 人は他者とのつながりの中で自己を定義し、肯定することでしか生きてい

けないと思っています。近年、スマホやタブレットが普及し、他者とリアル
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ではなくバーチャルなつながり。これ、実はバーチャルは誰にもつながって

いないんですね。ところが、バーチャルな世界に依存し満足している子ども

が多い。実は大人もそうじゃないかなと思っているんですけれども、そうい

うことに大変懸念を示しておるところでございます。教育委員会の不登校対

策の中にも、オンラインを活用した居場所づくりの事業があると聞いていま

すが、やはりリアルなつながりを重視すべきではないでしょうか。この点に

ついて教育長の御見解をお伺いします。 

   〔福永和伸教育長登壇〕 

○教育長（福永和伸） それでは、オンラインの居場所づくり等に関して答弁

させていただきます。 

 不登校児童生徒の最大の課題の一つというのは、その社会とのつながりが

途絶えてしまうリスクをはらんでいるということです。このため、まずは社

会とつながるきっかけが必要であると考えています。 

 私どもが実施しているオンラインの居場所は、自らの興味・関心の幅を広

げて、他者や社会とつながるきっかけになればという思いで進めている取組

です。 

 児童生徒はオンラインの居場所の中で、社会見学や創作活動などの企画に

参加しまして、チャットとか、それから感情を表現するエモーション機能と

いうのがあるんですけれども、それを活用してコミュニケーションを取りま

す。自分の作品を参加者に披露し褒められたり認められたりすることを通じ

て、やはり自己肯定感が高まる様子が見受けられますし、また、広島県とか

愛媛県等と連携したプログラムもやっているんですけれども、そしてこの他

県の子どもたちと交流する様子もこの中では見られます。 

 オンラインの居場所において、子どもたちが他者とのコミュニケーション

や自己を表現する体験を重ねていくことで、段階的に徐々にリアルな体験の

機会に参加できるように取組を進めてまいりたいと、そのように考えてい

ます。 

   〔23番 石田成生議員登壇〕 
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○23番（石田成生） オンラインでつながる、またはバーチャルな世界とつな

がっていて、それでその登校できないとかひきこもっている児童生徒、それ

でよしとはしていないということですね。それがきっかけでリアルな人、人

間関係がつくれるように、あくまでも目指すところはリアルな人との関わり

であるということを、そういう御答弁いただいたと。ありがとうございます。

それでいいかと思います。 

 やっぱりいきなりこのリアルな人間関係を求めても、それが無理だから不

登校になってしまっているということを思うと、やっぱり段階的にオンライ

ンであっても、また相手がどこにもないそのバーチャルな世界であっても、

そこをステップに本来の人とのつながりができていくように、その閉じこ

もっているところから出してあげると、そういう目的でやっていただいとる

と。一つの段階であるという理解をさせていただきます。 

 非常につらい時間を過ごしておられると思いますので、社会みんなで理解

をして、恐らくその登校できないお子さんもそうですが、御家族の方も非常

につらい時間を過ごしておみえになると思いますので、しっかりとした対応

をお願いさせていただきたいと思います。 

 以上で私の質問を終わらせていただきます。ありがとうございました。

（拍手） 

○副議長（小林正人） 本日の質問に対し、関連質問の通告が１件あります。 

 中川正美議員の質問に対する関連質問の通告がありますので、これを許し

ます。28番 小島智子議員。 

   〔28番 小島智子議員登壇・拍手〕 

○28番（小島智子） お疲れのところ10分、お付き合いいただきたいと思いま

す。新政みえ、小島智子です。中川正美議員の医療的ケア児への通学支援に

ついて、関連質問させていただきます。 

 この医療的ケア児のことがこの議場で話題になっている。隔世の感がある

なあと思います。実は2015年、この場において子どもたちへの通学支援をす

べきだと一般質問させていただきました。そのときは、もちろんまだ法律は
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できていません。なので、環境も整っていなかったですし、なかなか進まな

かったです。 

 そこからのいろんな方には大変申し訳なかったけれども、令和３年、医療

的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律ができて、こういう事業が

昨年度から三重県の中で動き出し、今年度は2785万円の予算を計上して行わ

れていること、本当にうれしく思います。できたならば、先ほど力強い御答

弁、教育長からいただきましたけれども、週１回の支援では足りないので拡

充したいというふうにおっしゃっていただきました。予算も必要なことです

ので、ぜひこれはお願いをしておきたいと思います。誰一人取り残さない、

それをどういう形で示すかということ、一つの形であろうというふうに思い

ます。 

 一つ目ですけれども、通学所用時間を視野に入れた特別支援学校における

児童生徒の受け入れについてというふうにさせていただきました。ある御家

庭にお伺いをしました。今度、小学校１年生に２番目のお子さんが上がられ

ますが、その方が北勢きらら学園に入学されるということでした。その下に

もお子さんがいらっしゃる。働いていらっしゃる。桑名市から北勢きらら学

園までは十七、八キロメートルあります。朝送っていくとかなりの時間がか

かります。どこに住んでいるかって大きいんですよねと言われたときに、私

はあまり今までその距離感というのを視野に入れていなかったので、ああ、

そうか、５分で送っていけるところにお住まいの方と朝だったら四、五十分

かかるところにお住まいの方ではかなり違うなと。何を持って公平と言い、

平等というのかという考え方、いろいろあろうかと思いますけれども、その

辺りを少し視野に入れて、例えば週１回とはいえどこかでもう１回可能だっ

たりしたときに、そこに少しインセンティブを持たせてその方たちの回数を

増やすとか、そういう辺りの考え方というのはできないのかというふうに

思ったわけです。 

 先ほど人数をお聞きしたときに、非常に少ない人数ですよね。学校が大変

なのも分かるし、受入体制を整えなければ命に関わるということも十分分
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かった上で、それでもある程度個別対応ができるのであれば、そういう対応

というのも、今すぐとは言いませんけれども、充実をさせていく中で視野に

入れていただきたいなというふうに思うわけです。その辺りについての教育

長のお考えをまずお伺いしたいと思います。 

 よろしくお願いします。 

○教育長（福永和伸） 大変答えにくい答弁なんですけれども、ちょっと中途

半端になるかもしれませんが。 

 まず、おっしゃられている意味はよく分かります。ですので、今の例えば

予算内の中で、そういう対応が一定できるかどうかも当然検討したいと思い

ますし、ただ１人に偏ったりしてしまうと全体のバランスを欠きますので、

そこはよく見ながらできる範囲でやっていかなければと思うんですけれども、

やっぱり一番いい方策は通学支援事業の拡充をしていくことがいいのかなと

思っています。 

 私どもが懸念していますのは、例えば早めに預かったりするようなことを

すると、この早めに預かってほしいと言われる方は一定数おられますので、

そういう方々が我も我もとなってきたときに、大きな負担になってくること

も考えられますし、教員不足の対応の中で働き方改革を議論する中では、学

校がやるべき業務とそうじゃない業務を仕切っているところもありまして、

早めに預かるというのは我々の中では学校の業務ではないという形で、これ

までもＰＴＡなんかではお話もさせていただいていましたので、できたら予

算の範囲内で解決できたらいいし、ほかにもひょっとしたら教員の負担を伴

わない方法で解決できるかもしれませんので、その辺りはしっかりと検討を

してまいりたいというふうに思います。 

   〔28番 小島智子議員登壇〕 

○28番（小島智子） ありがとうございます。 

 これ、通学支援ですので教育委員会に向けて言っていますけれども、この

医療的ケア児支援法っていろんなところに実は関わります。今回、法律がで

きた立法の目的の今までなかった大きな考え方の一つは離職防止ですよ。働
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く方々をどうやって守るかということも、この支援法の趣旨でありますので、

例えば雇用経済部であったり、もちろん子ども・福祉部であったり、その辺

り、みんなしてどうやったらその親御さんの就労をしっかりと守り継続させ

るかということを県全体でお考えをいただきたいなというふうに思います。 

 ２点目です。それぞれの状況に応じたさらなる教育と福祉の連携推進。本

来は子ども・福祉部に聞くべきなのかもしれませんが、所管ですので医療保

健子ども福祉病院常任委員会でやり取りをしたいです。 

 ここもある方のところにお邪魔をしたときに、例えば桑名市、１か月に７

回レスパイトを使うことができる。夕方から預かってもらって、夜を挟んで

朝、学校まで送っていってもらう。そのことをすると７回のうち２回を使う

ことになるんだそうです。そうすると、週に１回ずつもう１回送ってほしい

な、それを使いたいなと思ったときにどうされるんですかと聞いたら、７回

を上回る分は実費負担ですというふうにおっしゃいました。 

 本当に学びをこの医療的ケア児支援法の趣旨を全県で受け止めて保障して

いくのであれば、これ市町事業でやっていらっしゃるわけですけれども、そ

こに何らかの支援ができないだろうかということを考えていくのも一つだろ

うというふうに思うんですね。教育長にこれをお聞きすべきではないとは思

うんですけれども、子どもの学びを保障するという観点から、そういうこの、

特に県の中でまず福祉といろんなお話合いをいただいて、福祉が市町といろ

いろやり取りをしていただくべきなんだろうというふうに思いますけれども、

その辺りの考え方についてお伺いしたいと思います。 

○教育長（福永和伸） 実は、医療的ケア児とか、それから在宅医療が必要な

子どもたちへの支援については、今でも医療保健部や子ども・福祉部とワー

キンググループを設置していまして、年に数回、こういうレスパイトをはじ

めとする課題などについて継続して議論をしているところです。 

 ですので、今おっしゃられたようなことを俎上に上げて、どのように取り

組んでいけばよいのか等について、検討していければなというふうに思いま

す。 
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   〔28番 小島智子議員登壇〕 

○28番（小島智子） 子ども・福祉部長にもぜひよろしくお願いしますと申し

上げておきたいと思います。 

 2014年だから10年前ですが、もうお辞めになっていらっしゃって御自分で

開業していらっしゃいますけれども、当時、三重大学病院にいらっしゃった

岩本彰太郎ドクターが小児トータルケアセンターというのを立ち上げられま

した。厚生労働省から三重県が受けた事業を三重大学に委託するという形で、

全県ネットワークをつくるということをお願いをしてきました。今、全県に

ネットワーク、e－ケアネットそういん、ｅ－ケアネットよっかいち、にじ

いろネット、みえる輪ネット、全て全県網羅してこの医療的ケア児を取り巻

く環境をつくっていただいています。 

 小児トータルケアセンターは、その後、小児・ＡＹＡがんトータルケアセ

ンターというふうに名称変わって中身も増えていますけれども、いろんな方

が集まって三重大学において研修会が行われるようになりました。本当に医

療的ケア児を取り巻く環境というのはだんだん充実をしてきているなという

ふうに思います。これからも誰一人取り残すことがない、そのことを目標と

するならば、一生懸命やっていただきたい。そして、通学支援、ぜひ大幅な

拡大をと望みまして、関連質問を終わらせていただきます。 

 ありがとうございました。（拍手） 

○副議長（小林正人） 以上で本日の県政に対する質問を終了いたします。 

 これをもって本日の日程は終了いたしました。 

 

休          会 

○副議長（小林正人） お諮りいたします。明29日から12月１日までは休会と

いたしたいと存じますが、御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○副議長（小林正人） 御異議なしと認め、明29日から12月１日までは休会と

することに決定いたしました。 
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 12月２日は、引き続き定刻より県政に対する質問を行います。 

 

散          会 

○副議長（小林正人） 本日はこれをもって散会いたします。 

午後３時30分散会 


